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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES : Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立
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4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業
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⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適用しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長1名をおく。
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3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を1名おく。
4　本会に，全国会計監査1名をおく。
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１．はじめに
　諸外国では，様々な政府統計ミクロデータ
が提供されており，それによって主として社
会経済の分野におけるミクロレベルの実証研
究に大きく寄与してきた。ミクロデータには
個体情報が含まれていることから，ミクロ
データの提供において個々人が特定化される
リスクを低減するためには，ミクロデータに
対して法制度的あるいは技術的な匿名化措置
を施すことが求められる。前者の法制度的な
匿名化措置については，例えばアメリカセン

サス局の開示評価委員会（Disclosure Review 

Board）において匿名化措置に関するチェッ
クリスト等を用いて政府統計ミクロデータの
提供可能性を検討していることを指摘するこ
とができる。他方，後者の匿名化の技術的な
手法は，原数値における区分を変更する等の
加工を行う非攪乱的な（non－perturbative）
手法と原数値にノイズを追加する等の加工を
施す攪乱的な（perturbative）手法に類別され
る。非攪乱的な手法については，リコーディ
ング（区分統合），データの削除（レコード
削除あるいは変数の削除），トップ（ボトム）・
コーディング（分布の上位あるいは下位にお
ける区分統合）が存在する。一方，攪乱的な
手法については，ノイズの付加（加法ノイズ，
乗法ノイズ），スワッピング（レコード間の
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国勢調査ミクロデータを用いた 
スワッピングの有効性の検証

要旨
　わが国ではこれまで，攪乱的手法を含む匿名化技法に関する実証的な研究が，諸
外国と比較して非常に少なかった。そのため，ミクロデータに対する攪乱的手法の
適用可能性を追究することによって，匿名データの作成において実用的な匿名化技
法の範囲が拡大することが期待される。そこで，本稿では，攪乱的手法の 1つであ
るスワッピングの適用可能性について検討を行うだけでなく，スワッピング済デー
タにおける有用性と秘匿性の定量的な評価を行った。本分析結果によれば，ターゲッ
ト・スワッピングにおける秘匿性は，ランダム・スワッピングにおけるそれよりも
全般的に高くなっている。このことは，有用性がある水準に設定された場合，ター
ゲット・スワッピングのほうが少ないスワッピング率でより高い秘匿性を確保する
ことが可能なことを意味している。このように秘匿の観点から見ると，本分析の結
果においては，ランダム・スワッピングよりもターゲット・スワッピングのほうが
より有効な手法であると言うことができる。

キーワード
国勢調査，ミクロデータ，匿名化技法，スワッピング
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入れ替え），ラウンディング（丸め），ミクロ
アグリゲーション（変数値を層内の平均値等
の代表値に置き換えること）等の手法がある
（Domingo－Ferrer and Torra, 2001a；Willen-

borg and de Waal, 2001）1）。
　諸外国では，個票データに対して秘匿処理
を施したミクロデータ（以下「匿名化ミクロ
データ」と呼称）を作成する上では，リコー
ディング，トップ（ボトム）・コーディング
等の非攪乱的な手法が用いられることが少な
くない。その一方で，匿名化ミクロデータの
作成において攪乱的な手法が適用される場合
もある。例えば，アメリカセンサス局は，
2000年のアメリカ人口センサスの一般公開
用ミクロデータ（Public Use Microdata Sam-

ple；PUMS）において，加法ノイズやラウン
ディングを採用している（Zayatz, 2007）。また，
イギリスでも，2001年人口センサスの匿名
化標本データ（Samples of Anomymised Re-

cords）において，PRAM（Post RAndomisa-

tion Method）が用いられている（De Kort 

and Wathan, 2009）。
　ところで，諸外国では，ミクロデータに含
まれる個体情報の露見リスク（disclosure 

risk）の低減（露見制御，disclosure control）
を図るために，ミクロデータおよび集計表の
作成においてスワッピングを適用しているこ
とが知られている。アメリカセンサス局は，
1990年人口センサス以降，集計表における
秘匿処理として，人口センサスの個票データ
にスワッピングを適用している（Federal 

Committee on Statistical Methodology, 1994；
Gbur and Zelenak, 2004）。このスワッピング
された個票データに基づいて，PUMSおよび
集計表が作成されている（Zayatz, 2007）。なお，
イギリスにおいても，人口センサスの個票
データの作成において，レコードスワッピン
グが適用されている（Shlomo, 2007）。スワッ
ピングの適用対象となるレコードは，他のレ
コードと入れ替えられることから，特定化の

リスクを回避することができることが主な理
由だと考えられる。
　一方，わが国における攪乱的手法に関する
実証的な研究については，Takemura（2002）
による人口動態調査死亡票の個票データを用
いたスワッピングの研究，伊藤他（2008，
2009，2010）による全国消費実態調査の個票
データを用いたミクロアグリゲーションの適
用可能性に関する実証研究，さらには伊藤・
村田（2013）による家計調査の個票データを
用いたミクロアグリゲーションや加法ノイズ
の有効性の研究等があるが，諸外国と比べる
と実証研究に関する蓄積は非常に少ないと思
われる。ミクロデータに対する攪乱的手法の
適用可能性を検証することによって，匿名
データの作成において実用的な匿名化技法の
範囲が拡大することが期待されることから，
わが国でも攪乱的手法についてはさらなる実
証的な研究の必要性は高いと思われる。
　現在，わが国では平成12年と17年の国勢
調査の匿名データが提供されているが，攪乱
的手法としてスワッピングが初めて適用され
ている。将来的には，小地域分析用の匿名デー
タ等，別のタイプの国勢調査の匿名データの
要望が出てくる可能性があり，その予備的な
研究として，攪乱的手法の中でもスワッピン
グについてその方法的な可能性をさらに追究
することは有用であると考えられる。
　そこで，本稿では，匿名化技法としてのス
ワッピングに焦点を当て，わが国の政府統計
ミクロデータに対するスワッピングの有効性
について検討を試みる。本稿では，最初に露
見リスクの基本的な考え方とスワッピングの
特徴を述べる。つぎに，スワッピングの有効
性を評価するために，匿名化技法を適用した
場合の有用性（data utility）と秘匿性（data 

confidentiality）の定量的な評価方法および有
用性と秘匿性の相対比較の方法についての
サーベイを行う。これらの議論を踏まえて，
本研究では，政府統計ミクロデータを用いて
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スワッピングの実験を行う。具体的には，ス
ワッピングの対象となるレコードを探索した
上で，該当するレコードに対してスワッピン
グを試行的に適用するだけでなく，スワッピ
ングが施されたデータ（以下，「スワッピン
グ済データ」と呼称）について有用性と秘匿
性の定量的な評価を行うことによって，ス
ワッピングの有効性の検証を試みる。

２．露見リスクとスワッピング
　露見リスクを議論する場合，主として，個
体識別漏洩（identification disclosure）に伴う
リスクと予測漏洩（prediction disclosure）に
よって発生するリスクに大別することができ
る（Duncan and Lambert, 1989；Skinner, 

1992）。個体識別漏洩とは，ミクロデータに
含まれるレコードからある個体が特定化され
ることによって，個体に関するセンシティブ
な情報が露見されることである。それに対し
て，予測漏洩とは，ミクロデータに含まれる
個体が特定されなくても，その個体のセンシ
ティブな属性に関しては狭い範囲で予測する
ことが可能になることである（Skinner, 

1992：p.23）。
　以下では，個体識別を例に，露見リスクを
議論することにしたい。ミクロデータの入手
者（侵入者，intruder）が，特定の個体に関
する識別情報を含むファイル（識別ファイル）
を持っていることを想定する。ミクロデータ
の入手者によって，①識別ファイルに含まれ
るレコードとミクロデータの中のレコードと
の間で，キー変数（key variable）による 1対
1のマッチングが行われ，②そのマッチング
されたレコードが特定の個体のものであるこ
とが突き止められた場合，個体識別が成立す
る（Müller et al., 1995）。
　もし，ミクロデータの入手者が，識別ファ
イルに相当する母集団に関する外部情報を
持っていた場合，個体を特定するために外部
情報とミクロデータのマッチングを行うこと

が考えられる。ミクロデータが母集団につい
てのレコードから構成され，母集団において
属性の組み合わせがただ 1つしか存在しない
母集団一意（population unique）に該当する
レコードが含まれるのであれば，外部情報と
のマッチングにおいて個体が特定化されるリ
スクが高まる。
　それに対して，ミクロデータが標本に関す
るレコードから構成される場合，回答者の属
性の組み合わせによって，一意となるレコー
ドが存在したとしても，それは，標本一意
（sample unique；SU）であって，母集団一意
とは異なる。一方で，標本一意の中で母集団
一意に該当するレコードは，匿名化技法の適
用対象となることが考えられる。
　他方，「疫学的に特異であるために，本質
的に（intrinsically）まれな属性群の組み合わ
せを有する」レコードは，「特殊な一意（spe-

cial uniques）」とみなされ（Elliot, 2001），標
本一意の中で母集団一意に該当するレコード
の中でも個人が特定化される可能性が特に高
くなる。特殊な一意とは，Elliot and Manning

（2004）によれば，「K個のキー変数の集合に
おいて標本一意であるだけでなく，Kの部分
集合であるk個（のキー変数の集合）におい
ても標本一意となること」であって，「少数
のキー変数の組み合わせでも標本一意になる
レコード」が特殊な一意に該当するとみなさ
れる（Gross et al., 2004）。図 1は，特殊な一
意の概略図を示したものである。議論を簡単
にするために，図 1に示される個票データは
母集団を表すレコードを含んでいると仮定し，
例えば一連番号00006のレコードは，性別に
ついては女，世帯人員区分に関しては 8人世
帯，職業（大分類）については生産工程・労
務作業者，さらに産業（大分類）に関しては
林業の属性値を有しているとする。また，ク
ロス表 1は，性別，世帯人員区分と職業（大
分類）のクロス表であり，クロス表 2は，性
別，世帯人員区分と産業（大分類）のクロス
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表を示している。クロス表 1において，母集
団一意のセルが 2つ存在するが，その中で一
連番号00006のレコードは，性別が女，世帯
人員区分が 8人世帯，職業が生産工程・労務
作業者であるセルに該当するだけでなく，ク
ロス表 2においても，性別が女，世帯人員区
分が 8人世帯で産業が林業であるセルに該当
しているとする。図 1において，性別，世帯
人員区分と職業（大分類）と産業（大分類）
をキー変数と仮定すると，一連番号00006の
レコードは，性別，世帯人員区分と職業（大
分類）というキー変数の組み合わせと性別，
世帯人員区分と産業（大分類）という 2つの
組合せにおいて母集団一意であるということ
ができる。さらに，いずれの場合も少数のキー
変数の組み合わせであることから，一連番号
00006のレコードは，母集団一意に該当する
レコードの中でも，リスクが相対的に高いレ
コードということができ，特殊な一意となる
レコードの可能性が高いことがわかる。
　このように低次元のクロス表をもとに，特
殊な一意に該当すると思われるレコードを探

索することが求められる。
　こうした特殊な一意に該当するレコードに
対して適用される匿名化技法が，スワッピン
グである。スワッピング（data swapping）と
は，「ミクロデータに含まれるレコード同士
で属性値を入れ替える」ことである（Willen-

borg and Waal, 2001：p.126）。スワッピング
の概略図については，図 2で示している。図
2では，個票データに対して地域が異なるレ
コード同士でスワッピングが行われている。
具体的には，地域が「三大都市圏」，性別が
「女」，年齢が「35～44歳」，雇用形態が「正
規の職員・従業員」，週間就業時間が「35～
48時間」となっているレコードを，地域が
「三大都市圏以外」であるレコードに入れ替え
る。スワッピングのために使用するキー変数
は，性別，年齢と雇用形態とする。図 2を見
ると，地域が「三大都市圏以外」で性別等の
キー変数の値が同じレコードに入れ替えるこ
とによって，スワッピング済データにおいて作
成された性別，年齢，雇用形態別のクロス表
は，スワッピング前の個票データにおけるク

図１　本研究における「特殊な一意」のイメージ

個個票票デデーータタ

・ ・・
1 2 1 12
2 4 3 8
1 5 4 11
1 3 2 9
2 2 7 1
2 8 9 2
1 8 9 5
2 3 1 6

00001
00002
00003 
00004
00005
00006
00007
00008
00009 1 5 3 7
・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・

性別　1：男　2：女
職業（大分類）　1：専門的・技術的職業従事者　2：管理的職業従事者　3：事務従事者
　　　　　　　 4：販売従事者　5：サービス職業従事者　6：保安職業従事者 
　　　　　　　 7：農林漁業作業者　8：運輸・通信従事者　9：生産工程・労務作業者 
産業（大分類）　1：農業　2：林業　3：漁業　4：鉱業　5：建設業　6：製造業  
　　　　　　　 7：電気・ガス・熱供給・水道業　8：運輸・通信業　9：卸売・小売業・飲食店    
　　　　　　　10：金融・保険業　11：不動産業　12：サービス業 
　　　　　　　13：公務（他に分類されないもの）

：

性別 世帯人
員区分

職業（大
分類）

産業（大
分類）

350 200 83
：

56 15 43

男 女

2人 …

68 39 18 1

39

57 35 20 5
： ： ：

8

8人 … 2人

54 3 83 1

… 8人 …

： ： ： ：

83 39 67 48

56 15 83 47

農林漁業従事者 57 45 1 33

性別
男 女

世帯人員区分

2人 … 8人 … 2人 … 8人 …

産
業

農業

漁業

公務

職
業
運輸・通信従事者

専門的・技術的職業従事者

生産工程・労務作業者

林業

：
同じレコードが母集
団一意に該当

（クロス表 1）

（クロス表 2）
性別

世帯人員区分

注　本図では，性別，世帯人員区分と職業（大分類）と産業（大分類）をキー変数と仮定している。
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ロス表の数値と変わらないことが確認できる。
　スワッピングは，特殊な一意のような露見
リスクの高いレコードを対象に，特定のス
ワッピング率において適用されるが，スワッ
ピングの適用によって基本的な属性間の関係
性が変わらないことが求められる。また，ス
ワッピングは，特定化のリスクが特に高いと
思われるレコードにターゲットを絞ってス
ワッピングを行うターゲット・スワッピング
（targeted data swapping）と，無作為にスワッ
ピングの対象となるレコードを選別した上で
スワッピングを行うランダム・スワッピング
（random data swapping）に大別される（Shlomo 

et al., 2010）。
　スワッピングの実際の適用においては，小
地域レベルで特定の人口社会的属性群に基づ
いて一意性を有する世帯のレコードを対象に，
別の地域における他の世帯との入れ替えが行
われている。2000年アメリカ人口センサス
の場合，スワッピングは，short formと long 

formの 2種類の調査票情報に適用され，特
殊な一意の対象となるレコードを探索した上
で，異なる地域に居住する世帯の組に対して，
地域間におけるスワッピングが適用されてい

る。また，スワッピングの対象となる世帯の
組については，最低限の人口社会的な属性に
基づいた対応付けが行われている（Zayatz, 

2007）。

３． ミクロデータにおける有用性と秘匿性の
評価について

　ミクロデータに対する匿名化技法の適用可
能性を検証するために，匿名化ミクロデータ
における情報量損失（information loss）の程
度を表す有用性と秘匿処理に伴う個体情報の
露見リスクの程度を表す秘匿性の定量的な評
価に関する研究が行われてきた（Domigo－
Ferrer and Torra, 2001b；Karr et al., 2006；
Shlomo, 2010）。したがって，スワッピング
済データにおいても，こうした有用性と秘匿
性の評価方法が適用されてきた（Shlomo et 

al., 2010）。

3－1　有用性の評価方法
　ミクロデータの有用性の定量的な評価方法
については，以下のような方法を指摘するこ
とができる（伊藤・村田，2013）。第 1 は，
平均や分散等の基本統計量，絶対距離の平均

図２　スワッピングのイメージ
個票データ スワッピング済データ
    番号       地域 性別 年齢 雇用形態 週間就業時間    番号       地域 性別 年齢 雇用形態 週間就業時間

1 1 1 2 2 1 1 1 1 2 2 1
2 1 2 4 1 2 2 2 2 4 1 3
3 1 1 3 1 4 3 1 1 3 1 4
4 1 1 5 3 1 4 1 1 5 3 1
5 1 1 6 2 3 5 1 1 6 2 3
6 1 1 4 3 2 6 1 1 4 3 2
7 2 2 4 1 3 7 1 2 4 1 2
8 2 1 5 1 4 8 2 1 5 1 4
9 2 2 2 2 3 9 2 2 2 2 3

性別　1：男　2：女
地域　1：三大都市圏　2：三大都市圏以外
年齢　1：15歳未満　2：15～24歳　3：25～34歳　4：35～44歳　5：45～54歳　6：55～64歳　7：65歳以上
雇用形態　1：正規の職員・従業員　2：パート・アルバイト　3：派遣・契約社員
週間就業時間　1：35時間未満　2：35～48時間　3：49～59時間　4：60時間以上

入れ替え入れ替え入れ替え入れ替え入れ替え
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値（average absolute distance）等を用いたク
ロス集計表における度数の比較（Domigo－
Ferrer and Torra, 2001b），クラメールのVと
いった関連性の指標（Shlomo, 2010）等を用
いて，個票データと匿名化ミクロデータの近
似性の比較を行うことである。第 2は，個票
データに対する匿名化ミクロデータの情報量
損失を計測することである。具体的には，量
的属性に関しては，属性値，相関係数行列や
分散共分散行列等を用いて，平均平方誤差
（mean square error），平均絶対誤差（mean 

absolute error），および平均変化率（mean 

variation）に基づく情報量損失を計測するこ
とが提案されている（Domigo－Ferrer and 

Torra, 2001a）。また，質的属性については，
エントロピーをもとに，情報量損失を計測す
る方法が議論されている（De Waal and Wil-

lenborg, 1999）。なお，有用性の評価方法に
ついては，回帰分析における決定係数の比較
や回帰係数の信頼区間に基づいた評価方法
（Karr et al., 2006），さらには，傾向スコア，
クラスター分析，経験分布関数等を用いて有
用性を定量的に評価する方法も提唱されてい
る（Woo et al., 2009：pp.113－115）。

3－2　秘匿性の評価方法
　秘匿性の定量的な評価方法は，ファイルレ
ベルのリスク評価法（file－level risk met-

rics）とレコードレベルのリスク評価法（re-

cord－level risk metrics）に類別することが可
能である（Elliot, 2001：pp.80－84）。前者の
ファイルレベルのリスク評価法については，
シナリオに基づいてキー変数を設定した上で，
母集団一意を計測することが指摘できる
（Gross et al., 2004）。母集団一意の評価指標
に関しては，母集団全体に占める母集団一意
数の比率である母集団の一意性（population 

uniqueness）や，母集団一意かつ標本一意と
しての共通一意（union uniques；UU）とな
るレコード数の標本一意（SU）となるレコー

ド数に対する比率であるUUSU比率（UUSU 

ratio）は，母集団一意に関する主要な指標と
考えることができる（Elliot, 2001）。
　後者のレコードレベルのリスク評価法に関
しては，低次元のクロス表をもとに，特殊な
一意に該当すると思われるレコードを探索す
る特殊な一意の分析（Special Uniques Analy-

sis）（Elliot et al., 2002）がある。このような
特殊な一意のレコードが匿名化ミクロデータ
においてどの程度減少したのかを計測するこ
とも，秘匿性の評価指標の 1つと考えられる。
さらに，個票データと匿名化ミクロデータと
のレコードリンケージ（record linkage）によ
る評価研究（Duncan et al., 2011）もレコード
レベルのリスク評価法の 1つと思われる。こ
れについては，わが国においても，全国消費
実態調査や家計調査のミクロデータを用いて，
レコードリンケージに基づく秘匿性の評価を
行った研究がある（伊藤他，2009；伊藤他，
2010；伊藤・村田，2013）。

3－3　有用性と秘匿性の比較分析の方法
　近年では，各種の匿名化ミクロデータにお
ける有用性と秘匿性の比較・検証が行われて
いる。有用性と秘匿性の比較分析を行うため
の主な方法としては，①総合指標による評価，
②R－Uマップ（R－U confidentiality map；Rは
risk, Uはutilityの略）の作成がある。
　前者の総合指標による評価については，
Domingo－Ferrer等が，情報量損失とリスクに
関するスコアをもとに総合指標を作成した上
で，有用性と秘匿性に関する相対評価を行っ
ている（Domigo－Ferrer and Torra, 2001b）。具
体的には，様々な匿名化ミクロデータを対象
に，相関係数行列の平均平方誤差等を用いて
情報量損失のスコアを計測するだけでなく，
レコードリンケージに基づいてリスクに関す
るスコアの計算を行っている。スコアに基づ
いて有用性と秘匿性に関する定量的な総合指
標を作成していることから，匿名化技法の有
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効性について定量的に評価することが容易で
あるが，スコアの計算方法や総合指標の算定
式の設定によって，評価結果が変わることも
考えられる。
　後者のR－Uマップに関しては，Duncan等が，
有用性と秘匿性について相対比較を行うため
に，R－Uマップの作成を提唱している（Dun-

can et al., 2001）。R－Uマップによって，有用
性と秘匿性がトレードオフの関係にあること
が視覚的に把握できることから，R－Uマップ
での位置を確認した上で，R－Uマップ上で有
用性と秘匿性の相対的な変化の程度を明示す
ることによって，各種の匿名化技法を比較・
検討することが可能である。その一方で，R－
Uマップにおいて有用性と秘匿性に関する許
容可能な水準（閾値）を設定しない場合，R－
Uマップ上で，有用性と秘匿性の両面から最
適な匿名化技法を選ぶのは困難である。わが
国では，全国消費実態調査や家計調査の個票
データを例に，R－Uマップの試行的な作成が
行われている（伊藤他，2010；伊藤・村田，
2013）。

４． 国勢調査のミクロデータに対するスワッ
ピングの方法

　本節では，わが国の国勢調査のミクロデー
タを用いて行ったスワッピングに関する研究
の概要を述べる。本研究で国勢調査を使用す
る理由は，本研究の成果が，将来国勢調査の
小地域分析用ミクロデータの作成を検討する
上で基礎資料として寄与しうると考えたから
である。なお，本研究では，平成17年国勢
調査の個票データにおける特定の地域（以下
「地域A」と呼称）のレコードをもとに個人単
位で抽出した約100,000レコードを使用する。
　本研究では，⑴スワッピングの対象となる
レコードを探索するために，スワッピングの
対象レコードの中で相対的にリスクの高いレ
コードをスコアに基づいて選び出し，⑵リス
クの高いレコードに対してスワッピングを適

用する。
　スワッピングの対象となるレコードの探索
にあたっては，最初にキー変数を用いて，母
集団一意の計測を行った。母集団一意に該当
するレコードは，露見リスクの可能性がある
と考えられるために，スワッピングの適用対
象となりうるからである。本研究で使用する
キー変数については，外観識別性等を考慮し
た結果，つぎの11個の変数が選ばれた。
・世帯主との続き柄（13区分）
・男女の別（2区分）
・年齢 5歳階級（25区分）
・配偶関係（5区分）
・国籍（13区分）
・労働力状態（9区分）
・従業上の地位（8区分）
・産業大分類（19区分）
・職業大分類（10区分）
・住居の種類（9区分）
・住居の建て方（4区分）＋建物の階数（30

区分）（建物の階数については共同住宅のみ）
　この11変数をキー変数として母集団一意
を計測した結果，母集団一意に該当するレ
コードは32,064レコードとなった。これらの
レコードがスワッピングの対象となるレコー
ドとして設定される。
　つぎに，本研究は，スワッピングの対象レ
コードの中で相対的にリスクの高いレコード
を選び出すために，母集団一意の対象レコー
ドについて，キー変数のすべての組み合わせ
でクロス集計を行い，ある特定のレコードが
母集団一意に該当した回数をレコードごとに
計測し，その計測結果をもとにスコアを算定
した。例えば，10個のクロス表で母集団一
意に該当するのであれば，10点のスコアが
算出される。このようなスコアの算出を行う
理由は，スコアが高いレコードについては，
相対的にリスクがより大きなレコードと言う
ことができ，特殊な一意に該当するレコード
の可能性が高くなると考えられるからである。
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本研究において，キー変数11変数のすべて
の組み合わせ（全部で2,047通り）について
スコアを計算した結果，スコアの最大値は
1,518，最小値は 2となった。また，スコア
の平均値と中央値はそれぞれ，260と192と
なっている。
　最後に，スワッピングの対象レコードを選
んだ上で，スワッピングが実行される。本研
究では，地域Aのレコードから住居の建て方
が空欄であるレコードを削除した上でスワッ
ピングを適用する。また，本研究においては，
⑴ターゲット・スワッピングと⑵ランダム・
スワッピングの 2種類のスワッピングを行う。
ターゲット・スワッピングの場合，スコアの
高い上位p％（p=1，2，3，4，5，8，10，15，
20）に該当するレコードをスワッピングの対
象レコードとした。一方，ランダム・スワッ
ピングについては，母集団一意に該当するレ
コードの中から，p％にしたがってランダム
に選んだレコードをスワッピング対象レコー
ドとした。なお，本実験では，対象レコード
に対して入れ替えの候補となるレコードにつ
いては，地域Aとは異なる地域（以下「地域
B」と呼称）から作成したドナーファイル（約
50,000レコード）から探索する。
　ところで，スワッピングの対象となるレ
コードは，特殊な一意として出現する可能性
が高いことから，スワッピングの対象レコー
ドとキー変数の値が完全に一致するレコード
がドナーファイルで見つかる可能性は低いと
考えられる。そこで，本実験では，スワッピ
ングの対象レコードに対して，ドナーファイ
ルに含まれるレコードとの距離を計測し，ド
ナーファイルの中で最も距離が小さいレコー
ドとスワッピングを行った。具体的には，以
下の手順に従っている。
　最初に，i（i＝1, …, m）および j（j＝1, …, n）
を，それぞれスワッピング対象レコードの番
号およびドナーファイルのレコード番号とす
る（mとnは，それぞれスワッピング対象レ

コードの数およびドナーファイルのレコード
数）。また，k（j＝1, …, 11）をキー変数の番
号とする。このとき，i番目のレコードにお
けるキー変数 kの分類区分の数値をCski，ま
た，j番目のドナーファイルのレコードにお
けるキー変数 kの分類区分の数値をCdkjとす
れば，キー変数 kに関する iと jの質的属性
値間の距離（distance for categorical variables）
Sdkijは次の⑴式のように定義できる（Domin-

go－Ferrer and Torra, 2001a：pp.105－106）。

kij ki kjSd Cs Cd= −  ⑴

　なお，年齢および住居の建て方の「共同住
宅」以外の場合， 0ki kjCs Cd− > であれば，
Sdkij＝1とする。
　次に，質的属性値間の距離をスコア化する
ために，k番目のキー変数における分類区分
数 Ckで Sdkijを除することによって，k番目
のキー変数におけるスコアである Scorekijが
⑵式によって算出される。すなわち，

1
kij kij

k

Score Sd
C

= ⋅  ⑵

　さらに，各キー変数のスコアを合計するこ
とで，i番目と j番目のレコード間の距離に
ついて，全てのキー変数を総合した指標 Dij

が⑶式によって計算される。

Dij＝Σk Scorekij ⑶

　最後に，スワッピングの対象レコードとド
ナーファイルとの間の距離計測型リンケージ
を行い（Domingo－Ferrer and Torra, 2001a；
Takemura, 1999），ドナーファイルの中でこ
の距離が最も小さいレコードを，スワッピン
グ対象レコードと置き換える2）。

５． スワッピングにおける有用性と秘匿性の
評価

　本研究では，スワッピング済データにおい
て有用性と秘匿性の評価に関する定量的な評
価を行った。第 1に，有用性の評価について
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は，Shlomo et al.（2010）に基づいて，絶対
距離の平均値を用いて評価を行う3）。具体的
には，絶対距離の平均値による有用性の評価
指標DU（data utility）に関しては，個票デー
タとスワッピング済データの両方についてク
ロス表を作成した上で，個票データを用いて
作成したクロス表におけるセルの度数 TO(c)

とスワッピング済データを用いて作成した
クロス表におけるセルの度数 TS(c)の差の絶
対値を集計表におけるセルの数 nTで除する
ことによって求められる。すなわち，

( ) ( )S O

c

T

T c T c
DU

n

−
=
∑

 ⑷

　他方，本研究では，秘匿性の評価指標DR

（disclosure risk）として，個票データにおけ
るクロス表の中で度数 1であるセルの数

( ( ) 1)O

c
I T c =∑ に対するスワッピング済データ

におけるクロス表の中で度数 1であるセルの
数 ( ( ) 1, ( ) 1)O S

c
I T c T c= =∑ の比率が用いられた。

( )
( )
( ) 1, ( ) 1

( ) 1

O S

c
O

c

I T c T c
DR

I T c

= =
=

=

∑
∑

 ⑸

　この秘匿性の評価指標DRによって，スワッ
ピングを行った場合に，個票データにおいて
度数 1だったセルのどの程度が度数 0あるい
は度数 2以上に置き換えられたかがわかるこ
とから，スワッピングの効果を定量的に評価
することが可能になっている4）。
　先述のように，スワッピングは，特殊な一
意となる可能性の高いレコードを対象に適用
されることから，低次元のクロス表において
その効果を計測することが望ましい。した
がって，本研究では，キー変数の中から 3変
数を選んだ場合のすべての組み合わせについ
てクロス表を作成した上で，有用性の評価を
試みた5）。表1－1は，一例として，①年齢（5

歳階級）×性別×国籍，②年齢（5歳階級）×
世帯主との続き柄×労働力状態における有用
性の評価指標DUの結果を示したものである。
また，③キー変数における 3変数のすべての

表1－1　有用性の評価指標に関する試算結果
スワッピング率と
スワッピングの種類

年齢×性別
×国籍

年齢×世帯主の
続き柄×労働力状態

3変数のすべての組み合わ
せに関する平均値

ターゲット・スワッピング
1％ 0.9785 0.2790 0.7830
2％ 1.5569 0.4855 1.3234
3％ 2.0492 0.6475 1.7503
4％ 2.3754 0.8253 2.1656
5％ 2.6769 0.9668 2.5370
8％ 3.3692 1.3354 3.6276
10％ 3.7108 1.5385 4.2739
15％ 4.5108 1.9385 5.8221
20％ 5.1938 2.5347 7.9918

ランダム・スワッピング
1％ 0.2554 0.1149 0.2582
2％ 0.3815 0.2072 0.4502
3％ 0.4738 0.2735 0.6104
4％ 0.5908 0.3344 0.7833
5％ 0.7569 0.3870 0.9610
8％ 1.1662 0.5983 1.5289

10％ 1.4738 0.7268 1.9086
15％ 2.2185 1.0393 2.9229
20％ 3.3200 1.5856 4.8096
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組み合わせにおける有用性の平均値について
も示している。年齢，性別と国籍のクロス表
については，年齢，世帯主との続き柄と労働
力状態におけるクロス表と比較して，情報量
損失が大きいことがわかる。その要因として，
国籍については日本人以外の分類区分に該当
するレコードは相対的に少なく，クロス表に
おいて度数が 0になるセルが数多く存在する
ため，スワッピング率を上げた場合，情報量
損失がより大きくなることが考えられる。そ
の一方で，表1－1のいずれの結果でも，スワッ
ピング率を上げるにつれて，有用性の程度が
低くなることが確認される。また，ランダム・
スワッピングのほうが，ターゲット・スワッ
ピングと比較して，全般的に有用性が高いこ
とがわかる 6）。
　一方，表1－2では，上記の①～③の 3つの
クロス表における秘匿性の評価指標DRの結
果の一部も示されている。表 1－2を見ると，
年齢，性別と国籍のクロス表については，年
齢，世帯主との続き柄と労働力状態における

クロス表と比較して，スワッピングを行った
場合の秘匿性の程度がより大きくなっている
ことが確認できる。有用性の検証結果と同様，
国籍における分布特性が秘匿性の評価結果に
影響を及ぼしていることが推察される。また，
スワッピング率を上げるにつれて，秘匿性の
評価指標の数値が相対的に小さくなっている
ことから，秘匿性の程度が高くなることが確
認される。また，ターゲット・スワッピング
のほうが，ランダム・スワッピングと比較し
て，全般的に秘匿性が高くなっていることが
わかる。
　つぎに，本研究では，有用性と秘匿性の評
価指標をもとに，R－Uマップを作成し，有用
性と秘匿性の相対比較を試みた。R－Uマップ
で使用する有用性と秘匿性の評価指標に関し
ては，キー変数の中のあらゆる 3変数の組み
合わせについて計算された評価指標の平均値
がそれぞれ用いられている。図 3は，表1－1

と表1－2をもとに作成したR－Uマップの結果
を示したものである。年齢，性別と国籍のク

表1－2　秘匿性の評価指標に関する試算結果
スワッピング率と
スワッピングの種類

年齢×性別
×国籍

年齢×世帯主の
続き柄×労働力状態

3変数のすべての組み合わ
せに関する平均値

ターゲット・スワッピング
1％ 0.2586 0.6687 0.4493
2％ 0.1724 0.5337 0.2859
3％ 0.1034 0.4233 0.2010
4％ 0.1034 0.3374 0.1561
5％ 0.0517 0.2515 0.1138
8％ 0.0345 0.1288 0.0704
10％ 0.0345 0.0859 0.0577
15％ 0.0172 0.0429 0.0448
20％ 0.0172 0.0429 0.0422

ランダム・スワッピング
1％ 0.9828 0.9755 0.9644
2％ 0.9828 0.9202 0.9341
3％ 0.9828 0.9080 0.9070
4％ 0.9655 0.8773 0.8767
5％ 0.9138 0.8466 0.8418
8％ 0.7586 0.7546 0.7314

10％ 0.6897 0.7055 0.6706
15％ 0.5172 0.5276 0.4830
20％ 0.3103 0.3558 0.3191
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図３　R－Uマップの結果

注　 Rp（pはスワッピング率）についてはランダム・スワッピング，Tp（pはスワッピング率）についてはターゲッ
ト・スワッピングを表す。

年齢×性別×国籍

年齢×世帯主との続き柄×労働力状態

キー変数における3変数のすべての組み合わせの平均値
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ロス表に関するR－Uマップを見ると，ター
ゲット・スワッピングにおいてスワッピング
率を 1％とした場合，あらゆるランダム・ス
ワッピングよりも秘匿性が高くなることが確
認できる。一方，有用性については，ターゲッ
ト・スワッピングにおいてスワッピング率が
8％に設定された場合，ランダム・スワッピ
ングにおいてスワッピング率を20％にした
場合と比較しても，その有用性は低くなって
いる。こうしたターゲット・スワッピングと
ランダム・スワッピングにみられる傾向は，
年齢，世帯主との続き柄と労働力状態におけ
るR－Uマップにおいても基本的には変わら
ない。
　さらに，キー変数における 3変数のすべて
の組み合わせの平均値に関するR－Uマップ
についても見ていくことにしたい。一例とし
て 2％のスワッピング率に着目すると，ター
ゲット・スワッピングを適用した場合，あら
ゆるランダム・スワッピングよりも秘匿性が
高くなることが確認できる。一方，2％のス
ワッピング率において，ターゲット・スワッ
ピングを適用すると，8％のスワッピング率
でランダム・スワッピングを行った場合より
も有用性が高いことがわかる。このことは，
有用性の指標がある水準に設定されたとき，
ターゲット・スワッピングのほうがより小さ
なスワッピング率で効率的に秘匿性を高める
ことが可能なことを意味している。このよう
に秘匿の観点を考慮した場合には，本分析結
果から，ランダム・スワッピングよりもター
ゲット・スワッピングのほうがより有効な手
法であると言うことができる。

６．おわりに
　わが国において政府統計ミクロデータの利

用を促進させるための 1つの方向は，より広
範な匿名化ミクロデータの作成・提供である
が，そのためには，ミクロデータに対する匿
名化技法についての適用可能性の検討が必要
である。そこで，本稿では，匿名化技法とし
てのスワッピングに焦点を当て，スワッピン
グの有効性について検証を試みた。本研究で
は，匿名データ作成のための実用性の観点も
踏まえ，「特殊な一意」となるレコードの探
索方法，スワッピングを行うための質的属性
におけるリンケージ技法，クロス表を用いた
秘匿性と有用性の評価方法について議論した。
本分析結果に関しては，秘匿の観点からは，
ランダム・スワッピングよりもターゲット・
スワッピングのほうがより有効な手法である
ことが実証的に明らかになった。一方，本分
析ではランダム・スワッピングにおける有用
性は，ターゲット・スワッピングのそれより
も高いことが確認されることから，匿名化ミ
クロデータの作成においては，有用性と秘匿
性のバランスを図ることが求められる。
　スワッピングは，政府統計ミクロデータの
作成のための有力な攪乱的手法の 1つであり，
諸外国で実用化もなされてきたにも関わらず，
わが国における実証研究はこれまで非常に少
なかった。本研究は，わが国の国勢調査のミ
クロデータを用いてスワッピングの有効性に
関する実証分析を行った初めての研究であっ
て，わが国における政府統計の匿名化ミクロ
データの作成において，スワッピングの適用
可能性を検討する上で有益な研究成果である
と考えている。今後，わが国でスワッピング
を含む匿名化技法の実証研究がより一層進展
することによって，わが国における政府統計
の二次的利用のさらなる促進が図られること
を期待したい。
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注

1  ）ミクロデータに対する匿名化技法としての攪乱的手法に関する議論は，少なくとも1970年代に遡
ることができ，スワッピングの可能性等が議論されてきた（Dalenius and Reiss, 1978）。

2  ）距離を計算した際に，ドナーファイルの中で最も距離が小さいレコードが複数存在する場合もあ
る。その場合には，最小の距離を有する複数のレコードの中からランダムに 1つのレコードを選ん
でいる。

3  ）本実験では，m×nのクロス表における関連性の尺度であるクラメールのVを用いた有用性の検
証も行っている。クラメールのVを用いた有用性の評価指標は，以下の（F1）式で与えられている
（Shlomo et al., 2010）。

　　 ( ) ( )
×100

( )

S O

O

CV T CV T
CV T

−有用性の評価指標＝  （F1）

　ここで
　CV (TO)：個票データを用いて作成したクロス表におけるクラメールのV
　CV (TS)：スワッピング済データを用いて作成したクロス表におけるクラメールのV
　 （F1）式は，クラメールのVを用いた個票データに対するスワッピング済データの情報量損失を表し
たものであり，（F1）式における有用性の評価指標が大きいほど，情報量損失が大きくなることから，
有用性は低いとみなすことができる。

4  ）個票データにおけるクロス表の中で度数 1であるセルが，スワッピング済データにおけるクロス
表において度数 1のセルとして同じ位置に存在していたとしても，その度数 1に該当するレコード
にスワッピングが適用されている可能性はある。しかしながら，本実験では，そのようなスワッピ
ング済のレコードについては追跡することができなかった。なお，原データにおけるクロス表の中
で度数 1であるセルが，ある特定のスワッピング率（例えばスワッピング率が 1％）でスワッピン
グを施すことによって度数 0に置き換えられたものの，より高いスワッピング率（例えばスワッピ
ング率が 2％）が適用された場合においては，そのセルが再び度数 1に置換されることもある。こ
うした場合には，より高いスワッピング率（例えばスワッピング率が 2％）においてセルが度数 1
であったとしても，それに該当するレコードについては，スワッピングの処理がなされたものとみ
なしている。

5  ）本研究では，2変数のすべての組み合わせについてもクロス表を作成し，有用性の評価の比較を
行っているが，スワッピング率を変えた場合の情報量損失の変化がより明確に捉えられることから，
本稿では，3変数のクロス表をもとに有用性の検証を行っている（これについては秘匿性の検証の
場合も同様）。

6  ）2変数のすべての組み合わせにおけるクロス表をもとに有用性を検証する場合，本研究では，ク
ラメールのVによる指標と絶対距離の平均値による有用性の評価の比較をしている。有用性の評価
指標として，クラメールのVを用いた指標の場合，スワッピング率を上げるにつれて，結果数値の
動きが傾向的に示されない場合がある。具体的には，国籍と年齢のクロス表の場合，スワッピング
率が上がっても，有用性の評価指標が，傾向的に大きくならないことが分かる。これに関しても，
国籍において日本人以外の分類区分に該当するレコードが少ないために，クロス表において度数 0

付記

　本稿の作成に当たり，総務省統計局および（独）統計センターの関係各位に大変お世話になっ
た。記して謝意を表したい。また，本稿の旧稿の一部については，Privacy in Statistical Data-

bases 2012（2012年 9月26日～9月28日，於イタリア，パレルモ）等で報告を行ったが，Rob-

ert McCaa名誉教授（ミネソタ大学）をはじめとして，多くの方々から貴重なコメントをいた
だいた。ここに記して感謝の意を表したい。なお，本稿の内容は筆者の個人的見解を示すもの
であり，（独）統計センターの見解を示すものではないことを申し述べておく。
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となるセルが多くなっており，このことが，クラメールのVにおける指標の結果に影響を及ぼして
いると思われる。
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Effectiveness of Data Swapping Based on the Microdata 
from Population Census
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Summary

　Only a limited number of empirical studies on disclosure limitation methods including perturbation, dis-

closure risk and information loss have been conducted in Japan so far. More extensive research on pertur-

bative methods could help expand their use in the creation of anonymized official microdata in Japan. This 

paper examines the potential of data swapping as a perturbative method for the anonymization of individual 

data from Japanese official statistics, and empirically determines data utility and data confidentiality for the 

swapped data. The results show an overall higher data confidentiality for targeted data swapping than for 

random data swapping, and therefore indicate that for a specific level of data utility, targeted data swapping 

achieves higher data confidentiality than random data swapping even at lower swapping rates. This sug-

gests targeted data swapping is the more effective method to achieve data confidentiality.
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１．はじめに
1.1　問題意識
　公的統計を作成するための統計調査のうち，
月次または四半期ごとに調査する経常調査で
は，標本の選択について，抽出した標本を一
定期間固定して調査する方法，月次または四
半期ごとに新たな標本を抽出する方法，月次
または四半期ごとに一部の標本を順次交代す
る方法が考えられる。経常調査では，調査結
果の時系列データの精度を高め，記入者負担
を考慮し，かつ標本を長期に固定化すること
により母集団の代表性が損なわれないように
するために，一般的に標本を順次交代する方
法を採っている1）。標本を交代する方法につ
いては，それぞれの経常調査で異なっている。
　標本交代する方法を採っている調査の例と
して，内閣府の消費動向調査，総務省の労働

力調査，家計調査，家計消費状況調査，厚生
労働省の毎月勤労統計調査などが挙げられる。
これらの調査のうち，労働力調査以外では，
一度交代すると，再び標本になることはない。
　標本交代する方法を採る世帯・個人を対象
とする世帯調査の標本では，交代するそれぞ
れの標本グループが同質でない，または同質
性が保たれずに偏りが生じている，複数回調
査される場合の世帯・世帯員の回答行動に
よって偏りが生じている可能性が考えられる。
なお，各標本グループの推定値が特定の傾向
や特徴がみられる場合に，偏りがあると考え
ている。したがって，この偏りは，非標本誤
差のうちの標本抽出段階および実地調査段階
で生じる系統的な誤差とみなせる。
　そこで，その偏りの有無，その特徴につい
て調べ，標本交代方式がもたらす標本構造の
解明を行う。具体的には，わが国の就業・不
就業の状態を毎月調べる労働力調査を用いる。
分析データ2）の対象期間は，労働力調査が改
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正された2002年前後の1995年～2008年とし，
主たる調査項目である就業状態を分析指標と
して用いる。

1.2　標本バイアスに関する研究
　先行研究としては，佐井・加納（2004）が
1989年から2001年までの労働力調査を用い
て，調査回数による影響について分析してお
り，失業率3）は，調査回数が多いと低くなる
ことや減少―増加―減少という変動傾向を示
すことを指摘している。さらに，2001年以前
の調査票の「求職理由」という項目の有無4）

が回答に影響している可能性を示唆している。
本稿の後述する 4組の標本の分析が，この調
査回数の影響の分析に相当している。また，
芳賀（1984）は労働力調査のデータを用いて，
データ構造のモデルを仮定し，月間，調査区
間，調査区内・世帯群内の分散構成の推定を
行い，交代標本の分析を行っている。加納
（2003）は労働力調査を例に取り，ローテー
ション・サンプリングによって得られる調査
結果を分析するための時系列モデルを提示し
ている。実際のデータではなく，擬似データ
によってローテーション構造の持つサンプリ
ングの長所・短所について述べている。
　わが国では，調査方法や調査結果の利用に
関する研究は，個票データ利用の制約5）等も
あり，海外に比べて遅れている。海外では，
例えば，Bailar（1975）は様々な調査におけ
るローテーション・バイアスの存在を紹介し，
併せて，米国のCPS（Current Population Sur-

vey）におけるバイアスが推定に与える影響
について分析している。その他にも，Wil-

liams and Mallows（1970），Ghangurde（1982），
Solon（1986），McLaren and Steel（1997）な
どがある。各国のローテーションの方式は，
日本や米国が 1年後に再び調査されるのに対
して，カナダやオーストラリアは継続して調
査されるものの，1年後には調査されない，
などさまざまである。また，ローテーション

構造によるバイアスや相関がもたらす推定値
への影響やそれらを考慮した推定方法なども
研究されている。例えば，Lents, Miller and 

Cantwell（1996），Bell and Carolan（1998）
などである。
　なお，2002年の労働力調査の改正において，
特定調査票を 2年目 2か月目の住戸で調査す
るに当たり，土生・高橋（2003）は調査結果
への影響を検討しており，2年目 2か月目の
標本の結果と全標本の結果とのかい離は小さ
いと結論付けている。

２．労働力調査の標本設計と推定方法
　ここで，本稿の分析の方法と結果を理解す
るのに必要であると思われる，分析対象期間
における労働力調査の標本設計と推定方法に
ついて，簡潔に説明しておく。

2.1　標本設計
　労働力調査の標本抽出は，第一次抽出単位
を国勢調査の調査区6），第二次抽出単位を住
戸7）とする二段抽出法を採用し，第一次抽出
単位の調査区は，いくつかの特性に分類（層
化）され，各層ごとに抽出（層別抽出）され
ている。第一次抽出単位の標本の大きさは，
約2900の調査区8），第二次抽出単位の標本の
大きさは，調査区内の住戸に居住する世帯約
15世帯，全体で調査世帯約 4万世帯，15歳
以上の世帯員約10万人である。
⑴　層化
　調査区の層化は，国勢調査の結果等に基づ
く特性によるものであり，基準としては，産
業・従業上の地位別就業者数の構成，寮・寄
宿舎，病院・療養所，社会施設，給与住宅の
有無を用いている。産業別や従業上の地位別
の就業者は利用上重要であり，寮・寄宿舎等
に居住している人は就業状態が均質であるの
で，そうした施設が含まれるかどうかが調査
区の特性を左右するためである。世帯数の少
ない調査区は層化の効果が小さいとして，こ
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れらの地域をまとめて 1つの層としている。
層化基準の詳細は，総務省（総務庁）統計局
（1996，1999，2005，2008）を参照のこと。
　このように調査区の層化は，就業者を把握
するには適した層化基準となっているが，失
業者や非労働力人口を把握するのに，層化の
効果は限定的であると考えられる（近藤・山
口（1990））。
⑵　新設集団住宅地域
　労働力調査の第一次抽出単位である調査区
内に国勢調査以後住宅が集団的に新設された
地域の一部又は全部が含まれる場合，その地
域が調査区の特性を大きく変化させたと考え
られる。層別抽出における層化の効果を維持
するため，国勢調査以後住宅が集団的に新設
された地域を新設集団住宅地域とし，その地
域を調査区から分離している。この結果，労
働力調査の標本調査区では新設集団住宅地域
に係る部分を除いた範囲を調査することにな
る。一方，分離した新設集団住宅地域につい
ては，上述の層とは別に新設集団住宅地域全
体を 1つの層として，標本となる地域を抽出

し，さらに地域内を調査区と同規模の単位区
に再分割し，その中から標本となる単位区を
抽出し，単位区内を調査している。このよう
な新設集団住宅地域は，1962年 7月調査か
ら設定され，2002年 7月調査まで調査地域
に充てられていた。
⑶　標本交代
　標本交代は1961年から次のように行われ
ている。標本調査区については，4か月継続
して調査され，8か月離れて，翌年の同期に
再び調査される。毎月，標本調査区全体の
1/4は他の調査区に交代する。
　標本調査区は，1/4ずつ交代に対応した標
本調査区の調査開始月による 4区分，今年新
たに調査する標本調査区（1年目）と前年標
本調査区となり今年再び調査する標本調査区
（2年目）の 2区分によって，8組に分けら
れる。それぞれの組の標本を副標本という。
この 8組の標本調査区は，同質性を持つよう
に抽出されている。つまり，同一層からそれ
ぞれ 8組の調査区が抽出され，8組とも同じ
層別構成になっている。ただし，02層，03層，

図１　労働力調査の標本交代

（注）　 英字は調査開始月の区分を表し，英小文字は 1年目，英大文字は 2年目を表す。組符号の 1～8は調査開
始月の区分と 1年目・2年目の区分によるものである。添え字の最初の数字は，調査区内の住戸（調査世
帯）グループを表し，「－」の後の数字「1」，「2」は，住戸（調査世帯）がそれぞれ 1か月目，2か月目
であることを表す。  
　例えば，a13－1は 1月開始の調査区の住戸（調査世帯）で 1か月目の調査に当たることを示し，a13－1， 
a13－2，A13－1，A13－2，は，継続して 4回調査される住戸（調査世帯）の 1か月目，2か月目，3か月目，4
か月目を表している。

組 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

1 a13-1 a13-2 a14-1 a14-2 a15-1 a15-2 a16-1 a16-2 a17-1 a17-2 a18-1 a18-2 a19-1 a19-2

2 A7-1 A7-1 A8-1 A8-2 A9-1 A9-2 A10-1 A10-2 A11-1 A11-2 A12-1 A12-2 A13-1 A13-2

3 b12-2 b13-1 b13-2 b14-1 b14-2 b15-1 b15-2 b16-1 b16-2 b17-1 b17-2 b18-1 b18-2 b19-1

4 B6-2 B7-1 B7-1 B8-1 B8-2 B9-1 B9-2 B10-1 B10-2 A11-1 A11-2 A12-1 A12-2 A13-1

5 c12-1 c12-2 c13-1 c13-2 c14-1 c14-2 c15-1 c15-2 c16-1 c16-2 c17-1 c17-2 c18-1 c18-2

6 C6-1 C6-2 C7-1 C7-1 C8-1 C8-2 C9-1 C9-2 C10-1 C10-2 C11-1 C11-2 C12-1 C12-2

7 d11-2 d12-1 d12-2 d13-1 d13-2 d14-1 d14-2 d15-1 d15-2 d16-1 d16-2 d17-1 d17-2 d18-1

8 D5-2 D6-1 D6-2 D7-1 D7-1 D8-1 D8-2 D9-1 D9-2 D10-1 D10-2 D11-1 D11-2 D12-1
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0401層，0402層，0403層，0404層（以下「02

層～0404層」と呼称）9）については，層ごと
に 8組揃わないため，併せて 1つの層とみな
して標本抽出している。
　標本調査区内の住戸は，2か月継続して調
査され，2か月後に同一標本調査区内で他の
住戸と交代するが，翌年の同期に再び調査さ
れる。つまり，2か月調査され，10か月離れ，
2か月調査され，計 4回調査される。
　労働力調査では，標本交代のほかに，5年
に 1度，国勢調査の標本抽出関係資料を用い
て，最新の国勢調査の調査区に段階的に切り
替える。まずは 1年目の調査区を 4か月かけ
て切り替え，その 8か月後に 2年目の調査区
を 4か月かけて切り替えるので，16か月目
ですべての調査区が切り替わることになる。
⑷　調査の改正
　労働力調査は，2002年に見直しが行われ，
改正されている。その改正は，年 1回（1999

年～2001年は年 2回）実施していた労働力
調査特別調査を労働力調査に統合して，2種
類の調査票を導入するものであった。従来の
労働力調査の調査票を基礎調査票，労働力調
査特別調査の調査票を特定調査票とし，基礎
調査票については全調査世帯に，特定調査票
については 2年目 2か月目の世帯（調査世帯
全体の1/4の世帯）を対象に調査するように
なった。

2.2　推定方法
　労働力調査の毎月の基本集計の全国結果は，
大都市部とそれ以外の非大都市部，男女，年
齢 5歳階級（14区分）別に，国勢調査に基
づく推計人口を基準人口とする比推定によっ
て算出している。
　算出の基本式は，就業者数を例にとれば，
次のとおりである。ここで，線型推定とは，
調査で得られた人口に抽出率の逆数（＝線型
推定乗率）を掛け，全体の人口を推定するこ
とである。

就業者数＝

線型推定による就業者数× 基準人口
線型推定による人口

　　　なお， 基準人口
線型推定による人口 は比推定乗率

　　という。
　この調査では，調査員が住戸に居住する世
帯を調査することになっているが，自衛官の
営舎内居住者および刑務所・拘置所等の矯正
施設収容者のデータについては，それぞれ関
係の省から資料を得て，直接推定されている。
　集計するために，次のように各調査客体に
集計用乗率を算出している。

客体の集計用乗率＝
客体の線型推定乗率×客体の比推定乗率

３．組別調査区数による分析
　前述した問題意識から，実際の労働力調査
の標本において，① 8組の副標本の同質性が
保たれずに偏りが生じている，② 4回調査さ
れる住戸に居住する世帯の回答行動によって
偏りが生じている可能性が考えられるので，
その偏りの有無，特徴について検証する。ま
た，労働力調査は2002年に改正されている
ために，2002年以前と以後のデータを用い
ることによって，改正による影響，つまり改
正前後での偏りの有無，特徴に変化が生じて
いるのかについても併せて検証する。

3.1　組別調査区数による分析方法
　労働力調査の 8組の副標本は，それぞれ独
立して，同質の標本になるように抽出されて
いる。ここでの同質というのは，層別の調査
区数の構成が同じであることを想定している。
　8組の副標本ごとに標本調査区の層符号
（調査区の層化基準）別調査区数および就業
者数等を集計する。これらの結果を比較する
ことによって，8組の標本のそれぞれの調査
区の構成や特徴が同質であるかどうかを調べ
る。実際の調査においては，実地調査上の問
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題からすべての標本調査区のデータが得られ
ないこともありうるので，データ欠落の影響
も含まれる。

3.2　組別調査区数による比較
　8組の副標本は，ほぼ同数の標本調査区が
充てられている。しかし，2004年以前の標
本調査区数は，正確には毎年同数ではなく，
組ごとにも異なっている。その理由は，新設
集団住宅地域を追加抽出していたこと，その
追加抽出を廃止したこと，2000年国勢調査
の調査区に切り替える時に標本調査区数を
2880から2912に拡大したことである。その上，
これらの標本の追加，廃止，拡大において，
時系列結果の安定性のために，ある一時点で
一斉に切り替えるのではなく，一定期間かけ
て副標本ごとに順次切り替えていることも影
響している。
　その結果として，標本設計上の標本調査区
数は，1998年，1999年，2001年，2002年に
は 2年目の標本調査区数が多く，2003年は 1

年目の標本調査区数が多くなる。しかし，標
本調査区数の差がそのまま世帯・世帯員数の
差とは言えない。標本拡大については，世
帯・世帯員数の増加に直接的に影響するが，

新設集団住宅地域の設定により調査区数は純
増するものの，世帯・世帯員数は新設集団住
宅地域分が増加したとしても，既存の標本調
査区では減少することになるので，ある程度
は相殺されていると考えられるからである。
実際に調査され，回答された標本調査区数は
標本設計上の標本調査区数を若干下回ってい
る。回答されない標本調査区の中には，世帯
が居住していない場合も含まれる（図 2 10））。
　8組の標本調査区数の変動は，直接的には
15歳以上人口に影響すると考えられるが，
15歳以上人口には，標本調査区数と同じよ
うな動きを確認できなかった（図 3）。

４．組別標本による分析
4.1　組別標本による分析方法
　8組の副標本ごとに最も主要な調査事項で
ある就業状態（就業者，失業者，非労働力人
口）別15歳以上人口のそれぞれの年平均を
集計する。年平均にするのは，月次では標本
規模が小さいこと，季節変動の影響を受ける
ことを考慮したためである。この 8組の副標
本を組み替えて，組別標本に偏りが存在する
かどうかを検証する。つまり，8組ごとに集
計した値が，複数年にわたり特定の傾向や特
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図２　組別調査区数の推移

資料）総務省統計局「労働力調査」を用いて作成（以下の図も同じ）。
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徴があるかどうかを調べる。
　02層～0404層も含めた標本を用いた集計
値の比較と，02層～0404層を除いた標本を
用いた集計値での比較の 2種類について行う。
これらの層の標本を除くのは，前述のとおり
組によって含まれる層が異なるからである。
比較する集計値については，乗率を用いない
で集計した値（以下「原集計数」と呼称），
線型推定乗率を用いて集計した値（以下「線
型推定値」と呼称），集計用乗率を用いて集
計した値（以下「推定値」と呼称）の 3種類
で行う。なお，新設集団住宅地域については，
推定値でも比較するために含めた方がよいと
判断した。集計用乗率については，線型推定
乗率と比推定乗率を掛けることで求められる
が，8組を合わせた全組での比推定乗率を用
いるのではなく，8組ごとに求めた比推定乗
率を用いる。したがって，推定値11）において，
15歳以上人口は，8組すべて同じ数値になる。
比較するのは15歳以上人口および就業状態
別15歳以上人口とし，実数または15歳以上
人口に対する割合（構成比）によって比較する。
　組別標本の組替えについては，月次ごとに
8組の副標本を，4組（1年目 1か月目，1

年目 2か月目，2年目 1か月目，2年目 2か
月目）別に組み替えて，特定の傾向や特徴が

表れるかどうかを分析する。また，8組の副
標本ごとに同一住戸における調査回数（1回
目，2回目，3回目，4回目）別に組み替えて，
調査回数別に特定の傾向や特徴があるかどう
かを調べる。

4.2　8 組の標本による比較による比較
　8組の副標本は，前述のとおり調査区にお
ける調査開始月による 4区分と 1年目，2年
目の調査区の 2区分によって分けられている。
8組については，1組，3組，5組，7組の
1年目と 2組，4組，6組，8組の 2年目で
分けられるが，それぞれの 4組は，標本調査
区の 1か月目，2か月目，3か月目，4か月目，
住戸の 1か月目，2か月目がすべて同じ構成
になっている。したがって，8組については，
1年目と 2年目の 2組での違いはあるが，1

年目内の 4組，2年目内の 4組については，
調査開始月の違いはあるものの，年単位で何
か月目の調査区によって構成されているかと
いうことでみると，それぞれ標本の構成は同
じになっている12）。8組について，標本バイ
アスを生む構造的要因には，標本の調査から
の脱落や調査への参入のような不規則なもの
でなく，調査区数の違い，02層～0404層の
標本の違い，合併前の層の違いなどが考えら

図３　組別15歳以上人口（原集計数）の推移
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れる。調査区数の違いは，前述の「3　組別
調査区数による比較」では特になかったよう
に，年次ごとに組別の15歳以上人口（原集
計数）の違いに注目しても，1か月目と 2か
月目，1年目と 2年目での違いは認められる
ものの，調査区数の違いによる特徴は確認で
きなかった（図 3）。組別就業者（原集計数）
でみると，組符号 1組と 2組は他の組よりも
多数である傾向がみられたが，02層～0404

層の標本の違いによると思われ，偏りは生じ
ているが，推定値ではそうした特徴も表れな
いので，集計用乗率がその偏りを補正してい
ることになる。合併前の層の違いについては，
合併前の情報が得られないので，検証するこ
とは難しい。
　これらのことを踏まえて，はっきりとした
特定の傾向や特徴はみられず，標本バイアス
があったとしても，どの程度のものかは捉え
られない。そこで，4回調査される住戸に居
住する世帯・世帯員の回答行動によって生じ
ると思われる偏りに焦点を合わせて，詳細に
みていくことにする。ここでの回答行動とは，
複数回調査される間の回答の揺らぎや非回答
などを想定している。

4.3　4 組の標本による比較
　8組の副標本を調査月ごとに住戸が 1年目
1か月目，1年目 2か月目，2年目 1か月目，
2年目 2か月目の 4組になるように再編する。
4組に再編するのに，例えば，奇数の調査月
は，それぞれ組符号を 1と 5，3と 7，2と 6，
4と 8，図 1の記号を使えば，調査月 1月は
a13－1と c12－1，b12－2と d11－2，A7－1とC6－1，B6－

2とD5－2のように組み合わせる。再編した 4

組別に年平均を求め，就業状態別15歳以上
人口について比較する。
　原集計数でみると，図 4によれば，就業者
は，2001年以前，2002年，2003年以後では
動きが異なる。2001年以前では，ほとんど
増減はなく，横ばい傾向である。2002年は
直線的な増加と少し特異な動きをしている。
2003年以後では，増加―減少―増加の動き
をしながら，2年目に減少している。図 5に
よれば，失業者は，2001年以前と2002年以
後では動きが逆になっている。2001年以前
は減少―増加―減少，2002年以後では増加
―減少―増加の動きをしている。図 6によれ
ば，非労働力人口は，増加―減少―増加の動
きをしながら，2002年以前は 2年目が増加，
2003年以後は 2年目が減少している。
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図４　４組別就業者数（原集計数）
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図５　４組別失業者数（原集計数）
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図６　４組別非労働力人口（原集計数）
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図７　４組別就業者数（推定値）
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　02層～0404層を除いた原集計数でみると，
上述の02層～0404層を含めた原集計数と比
べて，数値の水準は低くなるものの，動きは
変わらない。
　推定値でみると，世帯・世帯員の移動や世
帯・世帯員の回答行動による人口構成の偏り
を補正するとともに，15歳以上人口が 4組
とも同じ水準になる。そのために，図 7によ
れば，就業者は，2003年以後の原集計数の
動きのように，一律に増加と減少を繰り返す
動きはない。図 8によれば，失業者は，原集
計数の場合と同じ動きをしている。図 9によ
れば，非労働力人口は，増加と減少の動きは

原集計数に比べ小さい。
　なお，次の「4.4　調査回数別の標本によ
る比較」も併せて，線型推定値，構成比でみ
た場合については，上述した原集計数，推定
値の実数でみた場合と比べて，特に違った特
徴はみられなかったので，本稿では取り上げ
ないこととした。

4.4　調査回数別の標本による比較
　住戸は 1年目の 2か月，2年目の 2か月の
合計 4か月，つまり 4回調査される。住戸に
居住する調査世帯・世帯員も移動がなければ，
4回調査されることになる。8組の副標本を

図８　４組別失業者数（推定値）
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図９　４組別非労働力人口（推定値）
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調査回数 1回目，調査回数 2回目，調査回数
3回目，調査回数 4回目の 4組になるように
再編する。調査回数別に再編するのに，例え
ば，調査月 1月の 1回目は組符号 1と 5が該
当し，1回目が組符号 1の場合は，2回目以
降は 2月の組符号 1，翌年の 1月の組符号 2，
2月の組符号 2，図 1の記号を使えば，a13－1，
a13－2，A13－1，A13－2のように組み合わせる。
再編した調査回数別に年平均を求め，就業状
態別15歳以上人口について比較する。
　調査回数別は，時間とともに変化する15

歳以上人口を把握することになり，1回目か

ら 4回目までの期間は14か月ということに
なる。前述の 4組はある一時点の標本であり，
1か月目，2か月目，1年目，2年目となっ
ても，求めている推定値は，時間的な違いは
なく，同じ調査時点のものである。
　原集計数でみると，図10によれば，就業
者は，増加―減少―増加の動きを示しながら，
2年目には減少している。図 11によれば，
失業者は，2001年以前と2002年以後とで異
なる動きしている。2001年以前は減少―増
加―減少，2002年以後は横ばい―減少―増
加になっている。図12によれば，非労働力

図10　調査回数別就業者数（原集計数）
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図11　調査回数別失業者数（原集計数）
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人口は，増加―減少―増加の動きを示しなが
ら，2001年以前は増加傾向，2002年以後で
は減少傾向になっている。
　時系列でみて，2年目が翌年の 1年目と同
じ水準ならば，増減傾向と合致した実態を表
していることになるが，実際には就業者は 2

年目が2002年以前は高い水準，2003年以後
は低い水準となっている。失業者は 2年目が
低い水準，非労働力人口は 2年目が2003年
以前は高い水準，2004年以後は低い水準と
なっている。
　推定値でみると，図13によれば，就業者は，

2000年以前では減少―減少―減少の動きを
示しながら，1年目から 2年目には減少して
いるが，2001年・2002年では減少―減少―
増加，2003年以後では減少―増加―増加と
変化している。図 14によれば，失業者は，
2001年以前と2002年以後とで異なる動きし
ている。2001年以前は減少―増加―減少，
2002年以後は減少―減少―増加になってい
る。図15によれば，非労働力人口は，2000

年以前では増加―増加―増加，2001年以後
では増加―増加―横ばいとなっている。

図12　調査回数別非労働力人口（原集計数）
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図13　調査回数別就業者数（推定値）
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５．おわりに―組別標本の比較による考察
　組別の標本における原集計数は，それぞれ
の世帯員数を集計しているので，比較におい
ては，世帯員数の増減が直接的に表れる。4

組の標本の場合は，同じ調査時点の標本であ
るので，複数の年次で同じ動きをする場合に
は，世帯・世帯員の回答行動による偏りがあ
ることを示していると考えられる。4組の標
本の原集計数でみると，1か月目と 2か月目，
1年目と 2年目の動きに違いがあり，2つの
動きが合成されていると考えられる。年次別
には，2002年前後で異なる動きをしている。
就業者と非労働力人口は 2か月目が 1か月目

よりも増加し，就業者は 2年目が 1年目より
も減少し，非労働力人口は年次によって 2年
目が 1年目よりも増加する。1か月目と 2か
月目，1年目と 2年目の動きの要因を推測す
ると，1か月目と 2か月目については，1か
月目において調査漏れや調査への非協力など
で脱落していた標本が，2か月目には調査に
参入したことによって，増加の動きになって
いると考えられる。1年目と 2年目について
は，2年目において転入者の把握が十分でな
いことや，就業状態によって調査への協力度
の差が出ているのではないかと考えられる。
また，非労働力人口は，組間のばらつきが，

図15　調査回数別非労働力人口（推定値）
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とあまり変わらないように思われる。調査回
数別の標本は，調査回数を追うごとに一方向
に変化していくと予測していたが，実際には，
4組の標本と同じく，1か月目と 2か月目，
1年目と 2年目の 2つの動きを反映している
と考えられる。したがって，調査回数を重ね
ることによって偏りが生じるのは，2回目と
3回目の間に10か月空くこともあって，限
定的であると思われる。また，調査回数別の
標本の推定値でみると，4組の標本の推定値
と動きは似ているとみられる。
　今回の標本バイアスの検討を要約すると，
労働力調査の標本においては，原集計数によ
る比較から，8組の副標本において，世帯・
世帯員の回答行動によって偏りが生じている
と考えられる。推定値による比較からは，集
計用乗率を用いることによりその偏りも軽減
されていることも確認できた。失業者につい
ては，2002年を境に動きが異なることが，
2002年の調査改正というよりも，雇用情勢
の悪化局面と改善局面の違いによって生じて
いると考えられる。また，調査回数別の標本
からは，調査回数が多くなるに従って，回答
にある傾向を持つとは必ずしも言えず，ある
としても限定的であると考えられる。
　このように本稿の分析で偏りが生じる原因
を必ずしも特定できたわけではないが，労働
力調査の標本交代方式がもたらす標本構造の
解明の一端を示せたと考えている。今後は，
分析方法を工夫するとともに詳細な分析を
行って，偏りの原因の特定を含めた標本構造
の実態の解明を進めたいと思っている。

就業者や失業者よりも大きい。これは，標本
を選択する際に層別抽出を用いているが，非
労働力人口では，その層別効果が低いことを
意味していると思われる。
　4組の標本の推定値でみると，原集計数ほ
どに増減の動きはなく，むしろ2002年前後
で動きが異なるのは，調査の改正の影響より
も時系列的な就業者，失業者，非労働力人口
の動きを反映した結果になっていて，偏りに
ついては，集計用乗率によって補正されてい
ると考えられる。特に，失業者については，
原集計数，推定値ともに2002年を境に動き
が逆になるのは，世帯・世帯員の回答行動の
違いによって生じていると考えられる。これ
は，①2002年の調査の改正で調査項目は 1

か月目と 2か月目とで同じになっていること，
②それにもかかわらず，2002年以後の動き
にも特定の傾向があること，③世帯・世帯員
の回答行動に違いが生じていることは就業者，
非労働力人口で認められるので，失業者でも
その違いが出ていると考えられることを踏ま
えて，④2002年の失業率が5.4％と最も高く
（月次で言えば，季節調整値13）で2002年 6月
および 8月の5.5％が最も高い），雇用情勢が
悪化する局面と改善する局面によって，世
帯・世帯員の回答行動に影響しているとみら
れるからである。推測できる 1つの可能性と
して，「失業状態」であることを回答するこ
とへの抵抗感の強弱が，雇用情勢の悪化局面
と改善局面とで違ってくることが考えられる。
　調査回数別の標本における原集計数では，
調査回数ごとに増減の動きが，4組の標本に
比べてはっきりしているものの，4組の標本
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Estimation Bias in Statistical Survey applying the Sample 
Rotation System

Kozo YAMAGUCHI＊

Summary

　The sample rotation system is applied for the monthly and quarterly surveys in public statistics, and was 

adopted to improve the accuracy of estimation. Under the sample rotation system, a sub－sample group that 

acts as a replaces may not be homogenous, and this leads to bias over multiple rounds of surveys as the an-

swer action changes.

　In this paper, we confirm the presence of such a bias with the use of Labour Force Survey data, and iden-

tify its characteristics. We do so by conducting a comparative analysis, using the data set created by com-

bining eight sub－samples. While we do find bias due to changes in the answer action, we confirm that the 

effect on the estimates is limited.

Key Words

Sample Rotation System, Estimation Bias, Sub－Sample, Multiplier for Estimation, Labour Force Survey

＊　 Statistical Research and Training Institute
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１．はじめに
　オランダといえば，多くの人が思い起こす
のは江戸時代であろう。鎖国政策を続けたこ
の時代，唯一西欧文化の窓口になったのがオ
ランダであることは，日本人であれば誰でも
知っている。本書は，そのオランダにおける
確率論と統計学の歴史を扱った労作である。
　本書が対象としている17世紀から19世紀
は，奇しくも江戸時代と符合しているが，オ
ランダの確率論と統計学が，所謂「蘭学」と
して日本に紹介された痕跡はない。しかしな
がら，例えば本書でも言及しているストルイ
クの著作は，幕府天文方でシーボルト事件に
も関与した高橋景保の蔵書が国立国会図書館
に今も残されている。また杉亨二が最初に「統
計」に接したのは，オランダの新聞記事を通
してであったし，日本で最初に公刊された統
計書である『万国政表』も，オランダの統計
書を福沢諭吉と岡本博卿が翻訳したものであ
る。このように「蘭学」という知的伝統の中
で，われわれ日本人は初めて「統計」を知る
ことになった。その因縁浅からぬオランダで，
独自に発展をみた確率論と統計学を取り上げ
たのが本書であり，これまで日本で公刊され
た統計学史・確率論史の中でも一際異彩を放
つ研究書だと言えよう。

　通常，統計学史や確率論史について論及す
るとき，われわれが直ちに想起するのはドイ
ツ，イギリス，フランスである。言うまでも
なくこれらの国々は，統計学や確率論におけ
る揺籃の地であり，どうしてもこれらの国々
で発展した統計理論や確率論に関心が集まる
のは避けられない。しかしながら，例えば日
本の統計学を考えてみると，ドイツやイギリ
スとは異なる歴史的な発展過程を経て今日に
至っていることは改めて指摘するまでもない。
他の国々についても同様で，本書の第一の意
義もここにある。オランダに焦点を当て，独
自に発展を遂げた統計学や確率論の特徴を追
求した本書は，繰り返しになるが類例のない
貴重な研究書であると看做されよう。またオ
ランダの統計学をめぐる国際的な研究という
視点でみても，本書は稀少性の高い研究書で
ある。それだけに，先行研究の少ない中，原
典に当たりながら本書を纏めた著者の苦労は
想像するに余りある。
　このような事情から，本書の真価を的確に
評価することはかなりの困難を伴う。そこで
本稿では，本書の概要を章別に示すことを中
心とし，それらに評者による若干の意見を加
えることでその責務を果たすこととしたい。

２．本書の概要
　本書の目的は，「はじめに」でも記されて
いるように，「近代以降，確率論と統計学が
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科学として形成され，体系化されてきた過程
で，オランダとその研究者が果たしてきた特
異な，しかし重要な役割を明らかにすること」
にある。このような問題意識を著者が持つに
至った理由の一つには，統計学の通説に対す
る批判があるという。ここで言う通説とは，
イギリス政治算術，ドイツ国状学，フランス
確率論が統計学の源流となり，ケトレーを以
てこれらの統計学が統合されたとする学説史
的評価である。著者によれば，特に確率論と
政治算術の融合については，言われるような
ケトレーによる統合という単純なものではく，
さまざまな過程を経て成し遂げられたもので
あり，そこにはオランダの研究者による独自
の貢献もあったとされる。それを明らかにし
ようとしたのが本書である。
　著者がこのようなオランダの統計学に関心
を持つ契機となったのは，本書「付論」にも
収録されているスピノザの確率論に関する研
究で，この論文に関連してホイヘンスの確率
論を検討したことが背景にあったようである。
しかしより直接的な動機としては，以前に公
刊した統計学史の著作『統計学―思想史的接
近による序説―』の改訂にあったと，著者自
身が述べている。
　本書の「あとがき」によれば，前著で著者
は，主に認識論的視点から統計学の通説に対
する批判を展開した。イギリス政治算術はイ
ギリス経験哲学を，フランス確率論は大陸派
合理主義をそれぞれ背景にしていたが，ケト
レーによるそれらの統合は大陸派合理主義を
基盤に持つものであったという批判である。
このような著者の主張に対しては，しかし多
くの批判が寄せられたという。そこで著者は，
自己の主張をより実証的且つ説得的に展開す
るため，対象をオランダに絞り，オランダに
おける確率論と統計学の歴史的発展を，国家
や社会の歴史的背景を視野に入れつつ分析し
ようと試みた。著者によれば，このような分
析によって，確率論と統計学のオランダ的融

合の独自性を明らかにできると考え，それに
よって前著の改訂を果たそうとしたようであ
る。そこで以下各章ごとに著者の論点を見て
いこう。
　まず第 1章では，17世紀におけるデ・ウィッ
トとフッデの年金計算が取り上げられている。
著者によると，17世紀40年代以降，オラン
ダはデカルトの母国以上にデカルト学の拠点
であったとされる。このような環境の下で，
C．ホイヘンスにより「チャンスの価格」の
計算が理論的に体系化された。更にデ・ウィッ
トによって「チャンスの価格」の方法が終身
年金の現在価額評価に適用され，現在価額が
具体的に計算された。これは，パスカルが，
「チャンスの価格」とほぼ同義である「勝負
の値」を神の存在証明に適用したことと対照
的である。こうした点から著者は，政治算術
学派の経験的確率と大陸派の先験的確率との
交錯をこの時代におけるオランダの統計学に
見出そうとしている。
　第 2章では，ホイヘンスの『運まかせゲー
ムの計算』を取り上げている。ホイヘンスの
この論文は，最も初期の確率論に関する著作
であり，J．ベルヌーイが『推測の技法』の第
1章で再録していることでも知られている。
そこで提起された問題とその解法の具体的考
察を通じて，著者は，ホイヘンスにおける分
析と総合の意味を明らかにし，数学の解法に
留まらず，科学の方法としての一般的方法の
重要性を読み取っている。
　第 3章では，ホイヘンスによる「チャンス
の価格」の理論がどのようにオランダで展開
していったのかを考察している。著者による
と，ホイヘンスが「チャンスの価格」で展開
した理論は，オランダではフッデからストル
イクに至り，年金問題という現実問題への適
用に拡張された。それはベルヌーイが行った
数学的精緻化とは異なった方向性を示すもの
であり，それについて著者は，「地中海貿易
復活後中世契約法に現われた「リスクを含む



𠮷田　忠 著『近代オランダの確率論と統計学』上藤一郎

35

取引での公正な契約」を背景に形成された」
と指摘している。
　第 4章では，第 2と 3章で考察したホイヘ
ンスからデ・ウィットやフッデの研究を総括
し，イギリス政治算術学派との比較考察を
行っている。
　17世紀を通じてイギリス政治算術学派は，
死亡率や死亡数の数量的秩序を帰納する試み
を続けていた。その一方オランダでは，ホイ
ヘンスによって試みられた合理主義的に体系
された確率理論を，デ・ウィットやフッデら
によって具体的な問題に適用され，終身年金
現在価額の推計という現実的な社会問題に対
する一つの数量的提案がなされるに至った。
著者によれば，これは，「統計学の 2つの源
流の対立」に対するオランダ的統合であり，
イギリスで生まれた政治算術のオランダ的発
展であったとされる。つまり第 1章で著者が
示した「政治算術学派の経験的確率と大陸派
の先験的確率との交錯」という評価を改めて
この章で実証的に裏付けている。
　第 5章では，18世紀前半のオランダにお
ける確率論と統計利用の展開を考察している。
　山本義隆氏の「商業革命」論に示唆を受け
た著者は，13世紀の商業革命を通じて発展
した商業算術の中で，オランダではチャンス
の価格や人口統計が取り上げられるように
なったと指摘する。こうした背景の中で，著
者は，デ・ウィットやフッデが終身年金を発
売する国や地方財政に責任を持つ政治家・行
政官であり，彼らが展開した推計の方法は，
財政等の諸政策の立案・評価のために量的資
料を整理分析する方法であったとし，それ故
彼らの研究は政治算術の名に相応しいと主張
する。
　これに対してストルイクが試みた確率計
算・年金計算は，一般の市民・商人の利害打
算に関わる場で量的資料を整理分析しようと
する方法であり，まさしく商業算術と呼びう
るものであると著者は説く。そしてこのスト

ルイクの商業算術は，16～17世紀に飛躍的
に発達した代数学，確率論に基づいたより高
い水準での「商業算術」であり，それはまた
英国に生まれた「政治算術」の一つの形態で
あり，同時に国際政治の表舞台から去った
18世紀オランダの生んだ一つの形態であっ
たと著者は評価している。
　第 6章では，主にケルセボームの人口推計
を取り上げている。著者によればケルセボー
ムの人口推計は，グラント，ハレーによる人
口推計の継承発展であったとされる。その社
会的背景として，ケルセボームの時代（18

世紀）に人口問題が一つの政治的問題として
認識されだしたことがあるという。このよう
な背景の下で，ケルセボームは，有用な資料・
方法を為政者に提供するという政治目的や行
政目的のために人口推計の方法を展開したと
し，この点でケルセボームはストルイクとは
異なり政治算術の枠組みを大きく抜け出るこ
とがなかったというのが著者の主張である。
　第 7章では，ロバトの年金計算と観測誤差
論を取り上げ，それが基本的には，本書で既
に考察してきてきた17世紀以来のオランダ
における人口統計の知的伝統に棹さすもので
あったとまず評価している。しかしながら，
一方でラプラス流の新しい確率論・観測誤差
論に基づいた方法論を展開しているところに
ロバトの方法論的特徴があったと著者は指摘
している。
　最後の第 8章では，これまでの人口統計と
確率論の流れから一転して，オランダにおけ
る国状学を問題としている。具体的に考察の
対象としたのは，シモン・フィセリングの統
計学である。
　著者によれば，フィセリングの統計学は，
単なる国状記述の枠組みを乗り越え，政治・
経済に関わる諸問題にコミットしていくとこ
ろに特徴があったとされる。更にはフィセリ
ングの統計学がその後人間の健康と疾病に関
する社会問題（社会疫学）にも拡張しようと
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していことを取り上げ，著者は彼の統計学が
社会統計学への前進に連なるものであったと
評価している。

３．本書をめぐる若干の評価
　以上見てきたように，本書を通じて著者は，
実際的問題と結びついた人口統計と確率論の
関係性の中に政治算術と確率論の「統合」を
看て取り，更に進んでその「統合」の内に商
業国家としての「オランダ的性格」を読み取っ
ている。原典に当たりながら精緻な論考を展
開し，このような独自の結論に到達した本書
は，従来の統計学史研究に大きな一石を投じ
ることとなろう。またそれ故に，著者が掲げ
た所期の目的も十分果たされていると評価で
きる。とは言え，新たな視野による取り組み
だけに，いくつか問題点も残されているよう
に思われる。そこで，評者の関心に引き寄せ，
この内のいくつかを指摘して結びに代えたい。
　第一に評者が気になったのは，フィセリン
グの統計学を取り上げた理由である。本書は，
17世紀から19世紀までのオランダの統計学
をめぐり，時系列的に章構成がなされている。
まさしく歴史的な発展過程を時間軸に沿って
展開しており，また少なくともロバトの年金
計算を取り上げた第 7章までは，本書の主た
る論点であった人口統計と確率論のオランダ
的統合についても首尾一貫した論旨を展開し
ている。しかしながら，著者は第 8章で一転
して，ドイツ国状学の流れを汲むフィッセリ
ングの統計学を取り上げている。
　周知のようにドイツ国状学は，17世紀の
コンリングに始まり，その後アッヘンヴァル
を経てヨーロッパ諸国に広まっていった。用
語の由来の正しさから述べると，ヨーロッパ
各国の「統計学」は，ほとんど全てがこのド
イツ国状学の輸入を契機としている。それ故，
本書で取り上げられた人口統計をめぐるさま
ざまな論者達は，少なくとも第 7章のロバト
を除き，「統計」という言葉も「統計学」と

いう学問も知らず，国状学との接点を持つこ
とはなかった。恐らくフッデやデ・ウィット
の年金計算，ハレーやケルスボームの人口推
計等々，これらの計算や方法が後世「統計学」
の一部と看做されようとは彼らにとって思い
もよらぬことであっただろう。
　そのような，いわば知的伝統（パラダイム）
が異なるドイツ国状学的統計学をなぜ敢えて
取り上げたのか。確かに「オランダの統計学」
という枠組みからすると，オランダにおける
国状学的統計学も取り上げる必要があったの
だと思われるが，「人口統計と確率論のオラ
ンダ的統合」という本書の主要な論点に鑑み
ると，この章を加えた著者の意図がやや不明
瞭で，この点について著者の詳細な説明が聞
きたかったところである。
　もう一つは，本書で使用されている訳語の
問題である。著者は，ホイヘンスの『運まか
せゲームの計算』について鋭い論考を展開し
ていることは既に見た通りであるが，その際，
ホイヘンスの同書オランダ語版では，ラテン
語版の expectatio（期待値）ではなく，de 

waarde van kansを使用している点を重視し，
その訳語を「チャンスの価格」としている。
というのも，ホイヘンスの原典を丹念に読み
込んだ著者は，ホイヘンスの「チャンス」が
「危険と利害が結びついたチャンス」を意味し，
その「チャンス」には「くり返されるリスク
を持った「取引」において，双方が功利的判
断して納得し，その「取引」に応じるような
価格という意味で，「公正な価格」を持って
いる」と看做しているからである。この背景
には，「中世以降の契約法で「リスクを含む
取引での公正な契約」という概念が確立され
ていたこと」があると著者が見ていることは
既に述べたとおりである。
　著者のこのような視点による指摘について
は評者も異論はない。しかしこの論点の強調
を意識してか，敢えてwaarde（value）を「価
格」と訳した点には少々違和感が残る。例え
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ばホイヘンスのオランダ語版を精査したハル
ト（A. Hald）は，同書オランダ語版とラテ
ン語版にはほとんど違いがなく，単にラテン
語の「期待値（expectatio）を「ゲームの価
値（value of game）」としているだけである
とし，ラテン語版で使用されている期待値と
は，「運まかせゲーム」参加者の（分配金に
対する）期待値（the expectation of a player）
であり，それはゲームの価値（the value of 

the game）と同じ意味として定義されると述
べている。
　評者は，ホイヘンスのオランダ語版を精読
したわけでないので，あくまで個人的な推量
を述べるに過ぎないが，ハルトの指摘を考慮
すると，チャンスそれ自身に「価格」がある
のではなく，「公正な運まかせゲーム」では，
その参加者にとっての分配金，つまり「ゲー
ムの価値」は，チャンスの「大きさ」もしく
は「値（value）」によって左右されるという
意味なのではないだろうか。もっともこれは
些末な問題点で，著者のホイヘンス解釈に全

く影響するものではないが。
　以上，本書をめぐり若干の評価を試みた。
冒頭でも述べたように，本書はオランダとい
う，従来の統計学史研究では，ほとんど取り
上げられることのなかった国の統計学を対象
としたところに大きな意義がある。統計学史
研究の対象には多様性があるということ，そ
してまたそれぞれの国家や社会の在り方に
よって，さまざまな歴史的発展過程の形態が
あるのだということを，本書を通じて評者は
改めて学ぶことができた。
　余談ながら，蘭学研究の大家に著者と同姓
同名の科学史研究者がおられる。この𠮷田忠
氏による「日本国内のオランダ学」に，本書
の𠮷田忠氏による日本発オランダ統計学史研
究が加わることによって，日本のオランダ学
問史研究に一層の厚みが加わったことは間違
いない。統計学史研究の分野に留まらず，広
い意味でオランダ研究に果たした本書の貢献
もまた看過されてはならないだろう。
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１．はじめに
　本書は泉（1992）以降の経済成長率，購買
力平価，生産性上昇率，剰余価値率，利潤率
といった基本経済指標に関しての議論を整理
しまとめたものである。前著までの研究成果
のうち，特に剰余価値率計算に関しては，日
本国外の研究者からも取り上げられてきた
（Shaikh and Tonak（1994））。また本書は，本
会会員（東浩一郎氏，大西広氏，松川太一郎
氏，作間逸雄氏他），会員外では黒田昌裕氏
との研究交流の上での成果でもある。前著が，
剰余価値率計算を中心に展開されているのに
対し，投下労働量計算，言い換えると生産性
を中心に展開されている。
　目次構成は以下の通りである。
第Ⅰ部　投下労働量計算とは何か
第 1章　投下労働量計算の目的
第 2章　投下労働量の計算方法
第 3章　 投下労働量計算と生産の境界線に

ついて
第Ⅱ部　 投下労働量計算と経済成長率計

測・国際経済規模比較
第 4章　 投下労働量計算と経済成長率の計

測
第 5章　 購買力平価・実質値産業連関表と

経済規模の国際比較
第 6章　 購買力平価に関する若干の論点に

ついて
第Ⅲ部　投下労働量計算と生産性計測
第 7章　全要素生産性と全労働生産性
第 8章　生産性計測とキャピタルサービス
第 9章　付加価値生産性と全労働生産性
第10章　 全労働生産性による中国の部門

別生産性上昇率の計測
第11章　 産業別生産性水準の日韓比較
第Ⅳ部　 投下労働量計算と剰余価値率・利

潤率
第12章　 剰余価値率の推計　日本 1980－

1990－2000年
第13章　 生産価格と均等利潤率　日本

1980－1990－2000年
第14章　 剰余価値率の実証研究をめぐる

若干の論点：東浩一郎氏の批判
に答える

　本書で展開されている投下労働量計算とは
置塩（1958，1959）の研究方法を引用し発展
させたものである。本書による定義は以下の
通りである。産品別単位量当たり投下労働量
（＝全労働）＝中間投入に含まれる労働量＋固
定資本減耗部分に含まれる労働量＋直接労働
量，である。この産出物単位物量当たり全労
働量の逆数が，全労働生産性である。

橋本貴彦＊

【書評】

泉　弘志 著
『投下労働量計算と基本経済指標：

新しい経済統計学の探求』

（大月書店，2014年）

＊　 立命館大学経済学部 
e－mail : tht27008@fc.ritsumei.ac.jp
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　本書の骨格をつかむため，投下労働量又は
全労働生産性の特徴を概観しておく。
　まず，投下労働量は，「特定の生産関数や
特定の価格体系に依拠するのではなく，それ
らが労働量であるという共通性にもとづく」
（p.152）ことや「全労働量と産出量の比率と
して定義される全労働生産性は，生産要素に
価格がついていようがついていまいが，生産
要素の相対価格に歪みがあろうかなかろうが，
それらとは独立に定義される」（p.153）という。
結果として，「市場価格は投下労働量には必
ずしも比例しない」（p.24）という資本制社
会における価格と投下労働量とに関する基本
的な特徴を持つことになる。同時に本書にお
いて著者は生産性指標を相対価格の影響から
独立した指標であるべきと主張する。また，
このような生産性指標による分析では，「生
産要素と産出物に価格がついていようといま
いと，生産があるかぎり定義できる概念であ
る必要があり，生産性指標は経済制度が異
なっていても共通に比較できる指標であるこ
とが望ましい」（p.153）という貨幣を持たな
い社会を含む複数の社会形態における生産性
計測が可能となる点を強調する。本書を通じ
て，著者は生産性に持つせるべき経済学的な
意味を探求しているのである。このような定
義によって，どのような分析が可能となるの
か。以降，確認していく。ただし，評者の力
量不足で第 3章，第 5章と第 6章については
割愛したことをあらかじめ断っておく。

２．各章の紹介
　第 1章  投下労働量の計算目的  まず，投
下労働量の計算目的を 3つの分野に当てはめ
て説明する。第一に，経済成長率計測と国際
経済規模の比較である。著者は，市場価格で
はなく投下労働量に正比例した価格での経済
成長率測定を提起している。その理由を市場
価格が時代，国・地域，競争の有り様などの
市場の状態等で生じる同一産品の市場価格の

相違，市場価格の付かない生産物の存在など
をあげる。第二に，第二部で展開される生産
性計測である。第三に，必要労働量・剰余労
働量の計測である。その定義は「労働従事者
が行う労働のうち，自分たちの再生産に必要
な労働を必要労働，労働従事者が行う労働か
ら必要労働を差し引いた残りを剰余労働」
（p.21）である。これらの計測は第三部で展
開される。
　第 2章  投下労働量の計算方法  本章では，
産業連関表やその付帯表である雇用表を用い
て，3つの産業のケースに限定した数値例を
用いて投下労働量計算のための説明がなされ
ており，教育的な要素を含む章でもある。一
方，本書で採用されている輸入品の存在を考
慮した投下労働量の計算についても高度な内
容も同時に説明がなされている。
　第 4章  投下労働量計算と経済成長率の計
測  冒頭，経済成長率は，物的性質の異なる
生産物の増大率を何で加重するべきかという
提起をする。従来の研究では，市場価格に
よって加重してきた。しかし，著者は経済成
長率を各生産物量の増大率を投下労働量のウ
エイトで加重平均したもので計測すべきとす
る。実際に日本の2000年から2005年にかけ
ての経済成長率を計測した結果，前者は
0.64％後者が0.21％と大きな差が認められる。
重要な提起であると考える。
　第 7章  全要素生産性と全労働生産性  生
産性の実証研究において頻繁に用いられる全
要素生産性と本書で登場する全労働生産性と
の共通性と相違点についての比較をおこなっ
ている。共通性を直接労働生産性，固定資本
生産性，原材料生産性を総合した生産性とい
う点とする。一方，相違点を産出量と投入量
に関して挙げている。産出量については，各
商品の産出量変化率を集計するときのウエイ
トである。全要素生産性では，時価金額のウ
エイトにすることが望ましく，全労働生産性
の場合，著者は産出量単位当たり全労働量×
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産出量とするのが望ましいとする。投入量に
関しては，異種の固定資本投入量と労働投入
量の統合の問題をあげる。統合された結果，
資本サービス量と労働サービス量という投入
量が計測される。著者は，このサービス量と
いう計測方法に立脚した場合，新しい労働の
方法が導入された際に，労働投入量が一定で
産出量が 2倍になった場合，先の労働サービ
ス量は 2倍に増大するという数値例（pp.147

－148）をあげ，サービス量で計測した場合の
生産性は増大しないとし，従来の生産性研究
に対する批判を行っている。評者もこの指摘
の趣旨に賛同する。
　第 8章  生産性計測とキャピタルサービ
ス  前章では，二種類の生産性に関する考察
していたが，本章では，投入量のうちの資本
サービス（キャピタルサービス）に焦点を当
てている。資本サービスの計測に関する定義
と計測方法に関して，『OECD生産性測定マ
ニュアル』に依拠しながら，キャピタルサー
ビスを生産過程における資産の働きの大きさ
として（p.175）解釈し，著者は計測の困難
性を指摘する。一点目は，様々な種類の投入
量のうち資本サービスの働きの大きさを取り
出すことの困難性である。二点目は，資本サー
ビスの働きを計測しようとすると，「投入量
の大きさを産出量の大きさで」（p.175）測定
することになり，生産性計測の投入量として
根本的な問題をもつと批判する。最終的に全
労働生産性で生産性測定を行うよう推奨する。
　第 9章  付加価値生産性と全労働生産性  

本章では生産性計測のために必要な固定価格
表示の産出量に焦点をあてる。具体的には，
粗付加価値は数量の相対的大きさを表すもの
かどうか（p.186）について議論を進める。
　第10章  全労働生産性による中国の部門
別生産性上昇率  本章では，中国経済を対象
に，全労働生産性と全要素生産性を計測し，
比較・検討している。まず，新古典派経済学
の全要素生産性計測式は，各投入要素増減率

を総合する際のウエイトとして，投入要素の
名目シェアが使用されているとし，完全競争
のもとでは投入要素の名目シェアは本来計測
すべき各投入要素増減率を総合する際のウエ
イトである各投入要素の生産弾力性に等しく
なることを前提にしていると紹介する
（p.208）。そのうえで著者は移行期発展途上
国において完全競争市場があてはまるという
この前提を疑う。結果，「全要素生産性は，
中国の1980年代，90年代経済の計測に適用
すると，大きな誤差が出てくる可能性がある」
（p.208）という。一方，そのような前提を必
要としないという理由で全労働生産性の使用
を推奨する。同時に，全労働生産性は，対象
となる産品のものだけはなく，その産品に対
して投入されている中間財の産品の全労働生
産性の変化も反映しているという長所がある
とする。全要素生産性が完全競争を前提にし
ているとするならば，このような問題点は重
要な指摘である。
　第 11章  産業別生産性水準の日韓比較  

対象を日本と中国に加えて韓国も取り上げ，
生産性水準の国別の比較を行う。通貨単位の
異なる国同士の生産性比較のために，産業別
購買力平価を使用している。まず，柳田義章
氏による日韓両国の工業統計表から作成した
物的工業労働生産性の先行研究の整理がなさ
れている。これに対して，先行研究との相違
点は，まず，著者の全労働生産性の計測は，
購買力平価で共通の通貨単位とした産業連関
表を用いるため，直接労働部分だけでなく間
接労働を含めた全労働生産性水準を測定する
ことが可能となる点をあげる。さらに，国民
経済毎の生産性水準の比較が可能となる点に
あるとする（pp.237－238）。章末尾に梁炫玉
氏と李潔氏との共同で作成した2000年日韓
産業別購買力平価は小分類という産品ごとの
ものであり労作である。
　第12章  剰余価値率の推計  第 3章で展
開した投下労働量計算についての具体的な方
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法の説明に続き，本章では剰余価値率の推計
方法について説明がなされている。ここで，
剰余価値率とは総労働のうちの剰余労働を分
子とし，必要労働を分母とする比率である。
この剰余価値率を，資本主義経済の状態や労
働者のおかれている状態を示す指標として紹
介する。計測上の問題として，労働強度・労
働複雑度と価値を形成する労働の範囲という
問題を指摘する。著者は，泉（1992）での実
証研究を引用しその誤差が他の問題と比して
はるかに小さいとし，後者については，複数
の範囲のケースにわけて計測することで問題
を回避する。計測の結果，1980年（97.3％）
から 1990年（107.3％），2000年（116.7％）
にかけて一貫して日本の剰余価値率は上昇し
ていることを明らかにしており，大変興味深
い。ただし，この剰余価値率の上昇の具体的
な要因までは踏み込んで検討しておらず，検
討の課題として残されている。
　第 13章  生産価格と均等利潤率の計算  

本章で計算されるのは均等利潤率，価値平均
利潤率，生産価格である。いずれも現実の産
業連関表のデータを用い，計算している点で
共通である。このうち価値平均利潤率とは，
前章までで計算してきた投下労働量を基に産
業別の剰余労働と資本ストックの価値を計算
し，その比率である産業別価値利潤率を資本
ストックで加重平均したものである。国民経
済全体の均等利潤率については，逐次計算の
方法によって計算される。産業別の生産価格
は，この均等利潤率に付随して決定される相
対価格である。計測の結果，1980年と1990

年に比して，2000年の均等利潤率と価値平
均利潤率が低下していることが明らかになっ
た。この原因を著者は剰余価値率の上昇とい
う利潤率上昇要因を打ち消すほどの技術のタ
イプの変化（新価値（総労働）と資本ストッ
クとの比率の低下）が生じているためとする。
これらは理論モデルによる分析だけでは明ら
かにできない日本の経済の特徴であり，前章

の剰余価値率の計測結果に引き続き，興味深
い結果である。
　第14章  剰余価値率の実証研究をめぐる
若干の論点  東浩一郎氏の著者に対する批判
を受けての章である。論点は，「相対的剰余
価値が生産されているにもかかわらず，価値
で見た利潤シェア」（p.305）に変化が現れる
か否かであった。現れるはずだとするのが東
氏で，否であると主張するのが著者である。
その根拠として企業は利潤を労働者からの剰
余労働だけではなく，自営業者からの収奪分
も含まれており，両者の関係は投下労働量，
剰余価値率を計測することによってはじめて
明らかになることあるとする。他，投下労働
量の計測上の困難として東氏から提示された
抽象的人間労働，労働の複雑度・強度に関す
る点について論じている。評者は泉氏と同じ
立場をとるのだが，前章との関わりで価格単
位での均等利潤率と価値単位の価値平均利潤
率との関係について踏み込んだ検討がほし
かった。

３．まとめ
　本書の特徴であるが，3点に要約できる。
第一に，従来，マルクス経済学をベースした
研究では，仮説の数値や代数式によるモデル
分析に留まる場合が多いのだが，著者は産業
連関表等の統計資料を用い，投下労働量，剰
余価値率，価値平均利潤率，生産価格を計測
し，その水準や推移を明らかにしてきた。そ
の内容は日本国外の研究者も参照し国際比較
の際の重要な土台となっていることは既に述
べた通りである。しかし，単なる実証研究に
とどまるものではないこともまた特徴である。
第二に，現論研究でも本来あるべき生産性指
標とは何かという課題について探求し，回答
を導き出した点である（第Ⅲ部）。同時に，
第三に，各学派の議論を橋渡ししながら同一
の研究課題を議論してきたこと成果をあげて
きたことも重要である。特に第 7章から第
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11章までは，これまで充分に明らかにされ
てこなかった全要素生産性と全労働生産性と
いう生産性指標を比較し，共通点と相違点と
を析出した点が本書の大きな意義であると考
える。特に，既存の研究では指摘されていな
い全要素生産性への根源的な批判（第 7章と
第 8章）は明快である。
　次いで，本書に対する評者の考える論点を
記したい。まず，前段の対応策として全労働
生産性を推奨することに対しては資本制社会
という分析対象を考慮に入れる場合，議論す
べき課題が残っているように思う。まず，社
会形態にかかわらず計測できる優位性を全労
働生産性という指標が持つということは認め
たとしても，費用計算が重要となる資本制社
会において，例えば一物品ごとの技術変化に
よる費用削減率を計測する必要はないのであ
ろうか。第二に，GDP等の産出量の変化を
捉える際に，著者は物量に単位価格ではなく，
単位ごとの投下労働量をかけたものを推奨し，

計測結果から両者に大きな差異があることを
認めている（第 1章）。この両者の違いが生
じる理由は何であろうか。評者はShaikhが
提示したように産品ごとに直接・間接に支払
われた貨幣賃金率の相違が関係していると考
える（Shaikh （1984），pp.65－69）。そうだと
すれば，後者を貨幣賃金率の変化に影響され
ない産品ごとの数量指数を作成するために適
したものという評価はできないだろうか。
　評者のいくつかの論点を示したが，本書で
示された生産性に関する見解は，本学会のみ
ならず，他学会も含めた多くの生産性研究者
の議論の土台となる研究であることは間違い
ない。また，本書で示された日韓中を対象に
した計測結果は，前著と同様に多国間比較の
際に活用されることになろう。グローバル化
が進み生産力の発展と共に貧困問題に注目が
集まる現代であるからこそ，本書が提示した
全労働生産性や剰余価値率を巡る各論点につ
いて今後，議論が深まることを期待したい。
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１．学会設立大会
　ロシアにおける統計学分野の学術会議は特
集テーマごとに個別に開催され，これまで常
設の統計学会組織はなかった。2008年以来
の準備を経てようやく2014年 4月 2日にロ
シア統計学会設立大会がモスクワのロシア連
邦国家統計局庁舎内において開催された。こ
れに先立つ2014年 1月にサンクトペテルブ
ルグにおいてロシア統計学会規約案をめぐる
会合が行われ，山口はその論議を傍聴する機
会を得ている。
　2014年 4月 2日のロシア統計学会設立大
会には来賓として日本統計学会理事長の鎌倉
稔成が出席し，大会の様子に関する記事が『日
本統計学会会報』に掲載されている2。大会
の冒頭における祝辞のなかでロシア国家統計
局長官のスリノフは，ロシア国家統計局がロ
シア統計学会の設立を積極的に支援したこと
や学会の役割への期待を述べた。独立国家共
同体（CIS）国際統計委員会議長ソコリン，
トゥーラ地方統計局長ネハーエフ，国際統計
協会（ISI）常設委員会Directorの Ada van 

Krimpenの祝辞につづき，日本統計学会理事
長の鎌倉稔成が祝辞を述べた。また英国王立
統計学会（RSS）Presidentの John Pullinger 

とアメリカ統計協会（ASA）Executive Direc-

torのRonald Wassersteinから祝電が寄せられ
た3。

２．学会の組織構成
　学会長（Научный Руководитель）には日本
の経済統計学会会員であるエリセーエワが満
場一致で選出された。理事長には日本への留
学経験のあるポノマレンコ（モスクワ高等経
済院准教授）が選出された。また第一副理事
長を選出できることとなった。大会間の常設
機関としての理事会構成員として次の人々が
選出された。すなわち，アファナシェフ（オ
レンブルグ大学教授，統計学・計量経済学講
座長），バシナ（モスクワ経済統計大学副学
長），グリンスキー（ノボシビルスク経済管
理大学教授，統計学講座長），エフィモワ 

（行政管理大学教授，統計学講座長），ザロワ
（プレハーノフ経済大学副学長），マミー（モ
スクワ大学準教授，統計学講座），ネラドフ
スカヤ（サンクトペテルブルグ経済大学準教
授，統計学・計量経済学講座）4，ニヴォロ
シュキナ（ロストフ経済大学教授，数理統計
学・計量経済学講座長），ニキフォロフ（ペ
テルブルグ統計局長），パニュコフ（南ウラ
ル大学教授，経済数理及び統計学講座長），

イリーナ　エリセーエワ＊・山口秋義＊＊

【海外統計事情】（『統計学』第107号 2014年9月）

ロシア統計学会1について

＊　 ロシア統計学会会長
＊＊　 九州国際大学経済学部

1　 ロシア統計学会の正式名称は，Ро с с и й с к а я 
Ассоциация Статистиковであり直訳すればロシア統
計家協会であるが，すでにロシア統計学会という
訳が定着しているのでこれに従う。

2　 鎌倉稔成（2014）「ロシア統計学会設立に立ち会っ
て」『日本統計学会会報』No. 160，pp.25－26.

3　 У ч р е д и т е л ь н ы й  с ъ е з д  О б щ е р о с с и й с ко й 
общественной организации «Российская ассоциация 
статистиков», «Вопросы Статистики» 2014 No. 5, 
стр. 3－4.

4　 鎌倉（2014）p.26掲載の写真 2．「ロシア統計学会
設立の評決の様子」の一番手前に写っている女性
がネラドフスカヤさんである。
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ラスチャギエワ（スヴェルドロフスク州統計
局副局長），リャブシキン（教授，ロシア連
邦国家統計局『統計の諸問題』誌編集長），
サジン（モルドヴァ大学教授），サリン（ロ
シア連邦政府金融大学教授），シモノワ（モ
スクワ国際関係大学教授，統計学講座），と
である。また監査委員長としてムヒタリャン
（モスクワ高等経済院教授），監査委員として
バカチナ（サマラ経済大学統計学講座長）と
ポリャコワ（ロストフ国民経済大学教授）と
が選出された。
　このように役員全員が経済学分野における
統計学研究者で占められ，幅広い学問分野に
おける統計学研究者を含めた学会とは今のと
ころなっていない。
　今後ロシア国内に44の地方支部が設立さ
れる予定であり，うち20支部が設立されて
いる。ロシア統計学会は2014年 8月に法務
省へ法人として登記され 8月15日に法務副
大臣のスミルノフの署名を得ている。

３．学会の目的
　規約に示された学会の目的について示して
おく。
　ロシア統計学会の目的は主に次の 3つの分
野における活動を通じて，統計学と統計実践
の発展に寄与することである。
　第一に，統計行政の改善へ寄与することで
ある。すなわち，行政機関と立法機関へ現行
の統計法規と統計組織の改善に関する提案を
行いその解決策を示すことである。そのため
に連邦政府と地方自治体の統計行政に関わる
政策立案に参加する権限がロシア連邦の現行
法規に基づいて与えられている。
　学会は形式的には行政機関から独立した組
織であるが，実際にはロシア国家統計局と緊
密に連携する行政機関に準じた役割を担って
いる5。学会の行政機関に準じた位置づけと
も関連するが，規約には会員をロシア国籍の
者に限るとされている。規約案では外国人に

も会員としての門戸が開かれていたが，承認
された規約ではこの文言は削除された。
　第二に，統計教育の発展に寄与することで
ある。すなわち，統計学教育の標準的内容を
様々なレベルに応じて作成し普及することで
ある。当面は標準的教科書の作成や政府統計
家の研修への協力などが課題であるが，今後
は日本統計学会のように統一試験の実施も検
討課題となろう。
　第三に，統計分野における国際協力を進め
ることである。他国の学会や国際学会への参
加および国際的プロジェクトへの参加を推進
する。また様々な形態の国際会議を開催する。

４．学会組織の今後 
　―統計学の学問的性格の理解と関わって―
　1950年代のソ連において行われた統計学
の学問的性格をめぐる論議に対し，経済統計
学会の先達らは深い論評を行った。当時のソ
連統計学論争は「統計学＝実質社会科学」説
に落ち着いたかにみえるが，現在にいたるも
統計学の学問的性格をめぐる理解はロシア統
計学会会員の間で異なっている。
　会員の大半は社会科学分野における統計学
研究者と政府統計家である。
　学会長のエリセーエワは，ロシア統計学会
へ社会科学分野における統計学研究者だけで
なく，日本統計学会や ISIのように様々な学
問分野における統計学研究者を会員として迎
えたいと考えている。しかしこれについては
学会会員間において賛否両論がある。その背
景には統計学の学問的性格をめぐる理解の相
違があり，このことは学会の目的の一つであ
る統計学教育の標準化の議論にも今後大きく

5　 ロシア国家統計局ウェブサイトには「ロシア統計
学会は自らの目的を達成する活動をロシア国家統
計局およびロシア国家統計局付属社会協議会と緊
密に連携して進める」と記載されている。  
http://www.gks.ru/free_doc/new_site/rosstat/other/
ras1308.htm
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影響するであろう。

５．日本の統計学会との交流への期待
　ロシア統計学会会員の多くは社会科学分野
における統計研究者であり，その研究テーマ
は「社会科学としての統計学」を掲げる経済
統計学会と多くの共通点がある。ロシア統計
学会会員は経済統計学会の動向に注目してお
り，全国研究大会の研究報告のサーヴェイが
ロシア国家統計局『統計の諸問題』誌におい
ても幾度か取り上げられている。
　エリセーエワが経済統計学会全国研究大会
へ出席したときには，何人かの会員とロシア

語で意思疎通できた。このことは経済統計学
会会員諸氏がこれまでソ連・ロシアの統計研
究に関心を寄せてきたことと関係しており，
日本におけるロシア統計への関心はロシア統
計学会内においてよく知られている。
　学会長のエリセーエワは経済統計学会と設
立大会へ来賓を派遣した日本統計学会との関
係を発展させたいと期待しており，日本の統
計学研究の動向を引き続き注視していきたい
と考えている。
　ロシア統計学会次期大会は2017年に開催
される予定である。
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Ⅰ．第58回全国研究大会
　2014年 9月11日（木），12日（金）の両日，京都大学（総合研究 4号館共通講義室）において
研究報告会と会員総会が，それに続き 9月13日（土）には統計チュートリアルセミナーがクレオ
大阪北（大阪市立男女共同参画センター北部館）で開催された。研究報告会には，会員ならび
に一般参加者合計101名が参加し，チュートリアルセミナーには地方自治体の統計職員を中心
に42名の参加があった。

Ⅱ．研究大会プログラム
9月11日（木）　午前の部

9：30～12：00　セッションA：一般報告 会場：共通講義室 1

　自由論題　座長：村上雅俊（阪南大学）・坂田大輔（立教大学）
1．林田　実（北九州市立大学）・大野裕之（東洋大学）・安岡匡也（関西学院大学）

DSGEモデルを用いた，消費税増税がわが国の経済に与える影響の分析
2．橋本貴彦（立命館大学）

分業効果を考慮した技術変化と為替レート：
　　　　　　　　　　世界産業連関データベースを用いた分析

3．鈴木雄大（立教大学・院生）
CPIにおける下位集計の算式とバイアス―銘柄選定方式との関連から―

4．木下英雄（大阪経済大学）
一人当たり労働力再生産に必要な労働量の所得階層間比較と
　　　　　　　　　　その変化の生産力要因と需要量要因

5．小野寺剛（立教大学）・小沢和浩（法政大学）・新村隆英（法政大学）・坂本憲昭（法政大学）
電気自動車普及モデルとシナリオシミュレーション

9：30～12：00　セッションB：企画セッション 会場：共通講義室 3

　「統計学概論」80年：統計，統計学，社会科学
 コーディネーター・座長：池田　伸（立命館大学）
1．池田　伸（立命館大学）

統計学への蜷川虎三の貢献：評価と展開
2．山田　満（関東支部）

われらの時代の蜷川：Halbwachs，Gumbel，ウエスギ，Foucault

3．御園謙吉（阪南大学）
蜷川虎三と戦後混乱期の中小企業

4．藤井輝明（大阪市立大学）

【本会記事】

経済統計学会第58回（2014年度）全国研究大会

常任理事会
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戦後社会の中の統計学と統計学者：納税権確立過程の事例の紹介
5．尹　清洙（長崎県立大学）

パスカルは何を証明したか：“統計学が最強の学問である”への反論
　予定討論者：𠮷田　忠（京都大学）

9 月11日（木）　午後の部
13：00～13：50　会員総会 会場：共通講義室 1

14：00～15：30　セッションC：一般報告 会場：共通講義室 1

　自由論題　座長：菅　幹雄（法政大学）
1．村上雅俊（阪南大学）

『就業構造基本調査』を用いたワーキングプアの規定因の検討
2．金子治平（神戸大学）

社会生活基本調査の匿名データによる孤食・共食状況の把握
3．西村教子（鳥取環境大学）・吉田嘉雄（京都大学）・仙田徹志（京都大学）

農家男子の結婚に与える影響に関する分析

14：00～15：30　セッションD：企画セッション 会場：共通講義室 3

　オープンデータと公的統計の挑戦　コーディネーター：坂下信之（統計センター）
　　　　　　　　　　　　　　　　　座長：森　博美（法政大学）
1．伊藤伸介（中央大学）

政府統計データにおけるリモートアクセスの動向―イギリスを例に―
2．白川清美（統計センター）

オンデマンドによる統計作成機能・方策について
3．滝澤有美（統計センター）

質的変数を対象にした擬似ミクロデータの作成の試み

15：40～18：10　セッションE：企画セッション（プログラム委員会・ミクロ統計部会） 

 会場：共通講義室 1

　公的パネル統計の展開方向　コーディネーター：仙田徹志（京都大学）
　　　　　　　　　　　　　　座長：坂田幸繁（中央大学）・仙田徹志（京都大学）
1．山口幸三（総務省統計研修所）

労働力調査におけるデータリンケージによる公的パネル統計作成の可能性
2．古隅弘樹（兵庫県立大学）

事業所・企業統計調査と法人企業統計調査を組み合わせた
　　　　　　　　　　遡及的データベースの構築

3．吉田嘉雄（京都大学）・仙田徹志（京都大学）
農業統計におけるパネルデータの構築と展開方向

4．金子隆一（国立社会保障・人口問題研究所）
21世紀縦断調査：日本人のライフコース把握と政策形成への可能性

　予定討論者：松田芳郎（統計情報研究開発センター）・菅　幹雄（法政大学）
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　　　　　　　稲葉由之（明星大学）・舟岡史雄（日本統計協会）

15：40～18：10　セッションF：企画セッション（政府統計部会） 会場：共通講義室 3

　国民経済計算関連統計における諸問題　コーディネーター：櫻本　健（松山大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　座長：小川雅弘（大阪経済大学）
1．櫻本　健（松山大学）

第Ⅱ期基本計画における国民経済計算分野の提言
2．吉野克文（日本銀行）

2008SNAにおける保証の取扱い変更とわが国の対応
3．氏川恵次（横浜国立大学）

新しい環境・経済統合勘定（2012SEEA）の位置づけと特徴について
4．芦谷恒憲（兵庫県企画県民部）

地域観光サテライト勘定（観光GDP）の推計と利用上の課題について
5．李　　潔（埼玉大学）

中国の経済成長率は過大評価か―GDP実質化のプロセスに関する検討
　予定討論者：小川雅弘（大阪経済大学）・光藤　昇（松山大学）

9 月12日（金）　午前の部
9：30～10：30　セッションG：一般報告 会場：共通講義室 1

　自由論題　座長：岩崎俊夫（立教大学）
1．山口秋義（九州国際大学）

1939年ソ連人口センサスの正確性
2．ELISEEVA，Irina Il’inichna（Russian Academy of Sciences）

The Households Structure in Russia: evolution or revolution ?

（注） 　浜砂敬郎（九州大学）「統計登録簿におけるデータの流れについて―ドイツの2011年人
口センサスにおける住所・建物登録簿を素材として―」が本セッションの研究報告に予定
されていたが，報告者急逝のため取り下げとなった。

9：00～10：30　セッションH：一般報告 会場：共通講義室 3

　自由論題　座長：橋本貴彦（立命館大学）
1．岡部純一（横浜国立大学）

インドにおける基礎自治体の統計需要構造について
2．坂田大輔（立教大学）

多目的標本調査の成立とベンガル飢饉調査
3．伊藤陽一（法政大学）

原発関連労働者をめぐる統計の諸問題

10：30～12：00　セッション I：一般報告 会場：共通講義室 1

　自由論題　座長：御園謙吉（阪南大学）
1．田中　力（立命館大学）
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里山の利用と所有に関する統計について
2．菊地　進（立教大学）

地域における社会の情報基盤としての統計―その構築の条件―
3．上藤一郎（静岡大学）

イギリスにおける統計学の濫觴―ドイツ国状学との邂逅と政治算術―

10：30～12：00　セッション J：企画セッション（ジェンダー統計部会） 会場：共通講義室 3

　ワークライフバランス，社会保障とジェンダー統計
 コーディネーター：伊藤　純（昭和女子大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　座長：廣嶋清志（島根大学）
1．橋本美由紀（法政大学）

無償労働評価を政策に活かす方法を探る―フィンランドの研究を手がかりとして
2．水野谷武志（北海学園大学）

生活時間統計の国際比較からみたフルタイム労働者のワークライフバランス
3．畠中　亨（法政大学）

雇用保険業務統計とジェンダー
　予定討論者：鷲谷　徹（中央大学）

9 月12日（金）　午後の部
13：00～16：00　セッションK：企画セッション（ミクロ統計部会） 会場：共通講義室 1

　事業所・企業ミクロデータの利用をめぐって　コーディネーター：伊藤伸介（中央大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　座長：小林良行（統計センター）
1．伊藤伸介（中央大学）

企業の収益・財務内容が雇用量に及ぼす影響
　　　　　　　　　　―経済産業省企業活動基本調査を利用して―

2．出島敬久（上智大学）
正規・非正規雇用の構成と賃金構造の関係：
　　　　　　　　　　賃金センサスのミクロデータを用いた計量分析

3．村田磨理子（統計情報研究開発センター）
法人企業統計と賃金構造基本統計のパネルデータ化について

4．高橋将宜（統計センター）
公的統計における多重代入法の利活用方法の可能性―諸外国における適用を例に―

5．栗原由紀子（弘前大学）
企業予想の異質性に関する検証―法人企業景気予測調査ミクロデータを用いて―

6．坂田幸繁（中央大学）
企業のカテゴリカルな判断情報の数量特性，およびその利用

13：00～14：30　セッションL：企画セッション 会場：共通講義室 3

　統計における位置情報の活用　コーディネーター・座長：森　博美（法政大学）
1．神宮司一誠（関西支部）
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Google Earthを利用したドット標本調査法による土地利用面積調査について
2．森　博美（法政大学）・坂本憲昭（法政大学）・長谷川普一（新潟市都市政策部GISセンター）

位置情報を用いた事業所の立地集積状況の計測
3．大井達雄（和歌山大学）

宿泊旅行統計調査を利用した位置情報分析

16：00　研究大会　閉会

9 月13日（土）
13：00～15：45　統計チュートリアルセミナー：本部企画・法政大学日本統計研究所共催
 会場：クレオ大阪北（大阪市立男女共同参画センター北部館）
 大阪市東淀川区東淡路1－4－21（Tel：06－6320－6300）
自治体における行政情報の統合利用と統計
―人口減少社会における政策と行政・統計情報の新たな関係―
 コーディネーター：森　博美（法政大学）

経済統計学会　2014年度全国研究大会　プログラム委員
北海道支部　木村和範（北海学園大学）
関東支部　伊藤伸介（中央大学）
関西支部　仙田徹志（京都大学）

東北支部　深川通寛（石巻専修大学）
関西支部　矢野　剛（京都大学）［長］
九州支部　松川太一郎（鹿児島大学）

Ⅲ．会員総会
　9月10日（水）15時よりの理事会審議を経て，2014年度会員総会が 9月11日（木）に開催され，
下記事項が審議・報告承認された。
1．報告事項
⑴　入退会及び異動（敬称略）
［新入会員］ （所属機関） （所属支部） （推薦者）
氏川恵次 横浜国立大学 関東 櫻本　健・森　博美
長谷川普一 新潟市都市政策部GISセンター 関東 菊地　進・森　博美
斎藤　昭 日本植物油協会 関西 仙田徹志・矢野　剛
吉田嘉雄 京都大学大学院 関西 仙田徹志・矢野　剛
劉　瑞興 広島修道大学大学院（院生会員） 関西 泉　弘志・小川雅弘

［退会者］
唯是康彦，新熊邦男，鶴田善彦（以上，自主退会），宮脇典彦（除籍退会）， 

浜砂敬郎（死亡退会）
［支部移動］
　劉　洋（関西→関東）
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⑵　2015年度研究大会の開催について
　北海学園大学で2015年 9月に開催予定であることが報告された。

⑶　2016年度研究大会開催支部について
　2016年度研究大会は九州支部による開催とすることが承認された。

⑷　学会賞について　該当なし

⑸　全国プログラム委員会委員の交代とプログラム委員長の選出
　水野谷武志会員，古谷次郎会員（以上，北海道），深川通寛会員（東北），伊藤伸介会員（関東），
村上雅俊会員（関西），西村善博会員，松川太一郎会員（以上，九州）をプログラム委員とし，
水野谷会員を委員長に選出した（任期：2015年 9月まで）。

⑹　2014年度会計中間報告
　吉田央全国会計担当理事から，2014年度全国会計の中間報告が行われた。

⑺　2015年度全国会計担当について
　全国会計担当に吉田央会員（関東）を選出（再任）したことが報告された（任期：2015年 9

月まで）。なお，監査委員は大井達夫会員が任期 2年目を務める。

⑻　機関誌の編集について
　『統計学』107号の編集状況，および108号（2015年 3月発行予定）の編集方針について報告
された。

⑼　編集委員長，および委員の選出について
　2015年度編集委員会委員長に長澤克重会員（関西）を選出した（任期：2016年 3月まで）。
なお，副委員長，および委員については，地域バランスを考慮した候補選出の考え方を明確に
した上で，規程に即して可及的速やかに選任することとした。

⑽　HP管理運営委員会委員長，副委員長の選出と報告
　御園謙吉会員（関西）を委員長に，山田満会員（関東）を副委員長に選出した（任期：2015

年 9月まで）。御園会員はニュースレター担当も兼務することから，広報委員会の設置方につ
いての検討も進めてもらうことにした。

⑾　その他
　とくになし

2．審議承認事項
⑴　2013年度全国会計報告，および会計監査報告
　吉田央全国会計担当理事，および大井達夫会計監査から，2013年度全国会計決算について報
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告され，承認された。（本記事末尾の資料 1の決算書参照）

⑵　2015年度全国会計予算案
　吉田央全国会計担当理事より，2015年度全国会計予算案が報告され，承認された。（本記事
末尾の資料 2の予算書参照）

⑶　機関誌『統計学』創刊60周年記念事業骨子と事業委員会規定の制定
　60周年記念事業検討ワーキンググループ主査の西村善博会員から事業骨子と事業委員会規程
案の説明を受け，報告承認された。（本記事末尾の資料 3，および 4参照）

⑷　機関誌『統計学』創刊60周年記念事業委員会委員長，副委員長，および委員の選出
　標記委員会に，西村善博会員（委員長），水野谷武志会員（副委員長），池田伸会員，大井達
男会員，上藤一郎会員，伊藤伸介会員を選出した。（任期：2015年 9月まで）

⑸　全国会計における誌代請求基準などの一部見直し
　昨年総会で認められた会計制度の見直しについて，担当の上藤常任理事から改革案の説明が
行われ承認された。改革内容については，本記事末尾の資料 5「学会会計制度の見直しについ
て」を参照のこと。

⑹　学会長選出
　理事会として学会長候補に菊地進会員を推薦することが決定し，総会において承認された。
（任期：2016年 9月まで）

⑺　その他
1．常任理事長に坂田幸繁会員（再任）が選出された。（任期：2016年 9月まで）
2．研究大会の在り方とプログラム委員会規程整備について，下記の①～④を総会確認事項
として残しておくことにする。
①　常任理事会に，「研究大会のあり方と規程整備」を検討する担当理事をおき，その下
で従来の考え方や実施要領（申し合わせ，引き継ぎの確認，歴代委員長から意見聴取な
ど）を整理しつつ，今後の規程整備の方向を検討する。

②　大会開催やプログラム編成の実務に関わる事項については，2015年研究大会開催に向
けて早急に整理する。その結果は理事会で報告し，確認を受ける。

③　全国プログラム委員会規程をはじめ，必要な規程整備は2016年度総会での報告承認と
なるよう努める。

④　大会会計のあり方についても検討を加える。
以上
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（資料 1）
2013年決算書
経済統計学会　2013年度決算 （自2013年 4月 1日～2014年 3月31日）

収　　　入 予算 執行額 差額 支　　　出 予算 執行額 差額前

前期繰越 3,199,270 4,115,750 916,480 1．誌代 1,200,000 720,586 －479,414

1．会費収入 1,733,200 1,670,800 －62,400 　1）『統計学』104号 600,000 376,578 －223,422

　2）『統計学』105号 600,000 344,008 －255,992

　1）誌代・編集費 1,231,200 1,172,800 －58,400

　　・北海道支部 60,400 57,200 －3,200 2．本部事業費 695,000 437,013 －257,987
　　・東北支部 36,400 31,200 －5,200

　　・関東支部 624,400 595,200 －29,200 　1） ニューズレター発行費
（第38号まで）

125,000 111,844 －13,156

　　・関西支部 426,800 413,200 －13,600

　　・九州支部 83,200 76,000 －7,200

　2）研究大会関連経費 200,000 200,000 0

　2）本部経費 482,000 478,000 －4,000

　　・北海道支部 24,000 22,000 －2,000 　3）通信・交通費 200,000 50,000 －150,000

　　・東北支部 14,000 12,000 －2,000

　　・関東支部 244,000 242,000 －2,000 　4）名簿作成費 60,000 60,375 375

　　・関西支部 168,000 172,000 4,000

　　・九州支部 32,000 30,000 －2,000 　5）HP関係経費 10,000 1,500 －8,500

　3）団体会員会費 20,000 20,000 0 　6）その他の事業費 100,000 13,294 －86,706

　　・理事選挙関係経費 8,779 8,779

2．繰入金 0 201,317 201,317 　　・その他 4,515 4,515

　・第57回大会より 0 201,317 201,317

3．支部活動補助費 120,500 119,500 －1,000
3．雑収入 850 973 123 　・北海道支部 6,000 5,500 －500

　・受取利子 850 973 123 　・東北支部 3,500 3,000 －500

　・関東支部 61,000 60,500 －500

　・関西支部 42,000 43,000 1,000

　・九州支部 8,000 7,500 －500

4．予備費 200,000 0 －200,000

次期繰越 2,717,820 4,711,741 1,993,921

収入計 4,933,320 5,988,840 1,055,520 支出計 4,933,320 5,988,840 1,055,520
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（資料 2）
2015年度予算案
経済統計学会　2015年度予算 （自2015年 4月 1日～2016年 3月31日）

収　　　入 2014予算 2015予算 差額 支　　　出 2014予算 2015予算 差額

前期繰越 3,804,822 5,174,779 1,369,957 1．誌代 1,200,000 1,200,000 0

1．会費収入 1,670,800 1,768,000 97,200 　1）『統計学』106号 600,000 －600,000

　2）『統計学』107号 600,000 －600,000

　1）誌代・編集費 1,172,800 1,124,000 －48,800 　3）『統計学』108号 600,000 600,000

　　・北海道支部 57,200 53,200 －4,000 　4）『統計学』109号 600,000 600,000

　　・東北支部 31,200 26,000 －5,200

　　・関東支部 595,200 585,600 －9,600 2．本部事業費 695,000 695,000 0
　　・関西支部 413,200 397,600 －15,600

　　・九州支部 76,000 61,600 －14,400 　1）ニューズレター発行費 125,000 125,000 0

　2）本部経費 478,000 644,000 166,000 　2）研究大会関連経費 200,000 200,000 0

　　・北海道支部 22,000 30,800 8,800

　　・東北支部 12,000 14,000 2,000 　3）通信・交通費 200,000 200,000 0

　　・関東支部 242,000 330,400 88,400

　　・関西支部 172,000 232,400 60,400 　4）名簿作成費 60,000 60,000 0

　　・九州支部 30,000 36,400 6,400

　5）HP関係経費 10,000 10,000 0

　3）団体会員会費 20,000 20,000 0

　6）その他の事業費 100,000 100,000 0

2．繰入金 0 0 0
　・第58回大会より 0 0 0 3．支部活動補助費 119,500 299,000 179,500

　・北海道支部 5,500 14,300 8,800

3．雑収入 850 850 0 　・東北支部 3,000 6,500 3,500

　・受取利子 850 850 0 　・関東支部 60,500 153,400 92,900

　・関西支部 43,000 107,900 64,900

　・九州支部 7,500 16,900 9,400

4．積立金 0 2,400,000 2,400,000
　・60周年記念事業積立金 2,400,000

5．予備費 200,000 200,000 0

次期繰越 3,261,972 2,149,629－1,112,343

収入合計 5,476,472 6,943,629 1,467,157 支出合計 5,476,472 6,943,629 769,857

※  2014年 9月 9日現在の資産額5,774,779円から，『統計学』107号発行経費600,000円を引いた5,174,779円を前
期繰越額とした。
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（資料 3）
経済統計学会機関誌『統計学』創刊60周年記念事業委員会規程

（委員会の目的）
第 1条 　経済統計学会2013年度会員総会で承認された「『統計学』創刊60周年記念事業委員会

設立に向けての提案」にもとづき，この規程を定める。

第 2条 　本委員会は機関誌『統計学』創刊60周年記念事業委員会と称する。
　 2　本委員会は第 5条で定める事業を行う。

（委員会の構成）
第 3条 　本委員会は，理事会が選出する委員長と副委員長，常任理事会が選任する 4名の委員，

および学会長，常任理事長，『統計学』編集委員長で構成する。
　 2　委員長，副委員長および委員の任期は，1年とする。ただし，再任をさまたげない。
　 3　任期満了前に交代した委員の任期は，前任者の残任期間とする。
　 4　必要に応じて，常任理事会の承認を得て，委員を追加することができる。

第 4条 　委員長は本委員会を主宰する。
　 2　委員長に事故あるときは，副委員長がその任にあたる。

第 5条 　本委員会は，機関誌『統計学』の創刊60周年記念事業のために，次の事項を審議し，
実施する。

⑴　『統計学』創刊60周年記念特集の企画
⑵　『統計学』創刊60周年記念特集の編集に関わる業務
⑶　その他，特集掲載号の発行に関する事項
⑷　その他，創刊60周年記念に関する事業の企画と運営

（委員会の存続期間）
第 6条 　本委員会は，2015年度から事業が終了する2018年度までの 4年間存続する。ただし，

1年を単位に理事会の承認を得て延長できる。

付則：この規程は2014年 9月11日から施行する。 以上

（資料 4）
『統計学』創刊60周年記念事業方針（骨子）
1　事業の目的
　経済統計学会機関誌『統計学』創刊50周年以降における内外の統計・統計学の新たな展開を
踏まえ，社会科学としての統計学の再構築を目指した学会活動の活性化と機関誌の発展・充実
を図る。
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2　事業内容
　『統計学』創刊60周年記念事業委員会（以下，事業委員会）は，『統計学』創刊60周年記念
特集論文（以下，記念特集論文）を企画し，『統計学』の通常号に「60周年記念特集」と明記
して，合わせて掲載・発行する。
　記念特集論文の掲載号（以下，記念特集掲載号）は，原則として，毎年度，1号ずつを目処
とし，合計 4号とする。
（注） 　以下，『統計学』の通常号とは，記念特集論文の非掲載号のほかに，記念特集掲載号では，

記念特集以外の部分を指している。

3　記念特集論文の企画・編集業務
　記念特集論文の企画・編集は，事業委員会がおこなう。

4　記念特集掲載号の発行体制
　通常号の編集を担当する『統計学』編集委員会が発行業務全体を統括するので，記念特集論
文の編集を担当する事業委員会は，統計学の円滑な発行業務を維持するために編集委員長の指
示に従う。

5　発行経費
　予算の大枠は『統計学』創刊50周年記念事業費の総額240万円を目途とする。

6　記念特集論文のテーマ設定および執筆者の決定
⑴ 　記念特集論文のテーマおよび執筆者選定は，会員からの提案にもとづき事業委員会が審
議し，審議の結果を常任理事会に報告し，理事会での承認を受けて決定する。テーマおよ
び記念特集掲載にむけての審議にあたり全国研究大会で報告を義務づける。

⑵ 　論文数は 1テーマにつき，原則として 5編以内とする。
⑶ 　執筆者の選定にあたっては，本会会員に適切な執筆者が見当たらない場合に限り，1テー
マにつき 1名の会員外の執筆者を認める。ただし，事業委員会の審議を経る必要がある。

7．レフェリー（査読）
　提出された記念特集論文の原稿の採用にあたっては厳格な査読を適用する。査読の実施要領
については，事業委員会が草案を作成し，常任理事会に提出し，理事会で承認を受けることと
する。（以上）

（資料 5）
学会会計制度の見直しについて
　現行の学会会計制度は，本会の前身組織である経済統計研究会以来の支部体制を反映した仕
組みとして運営されてきた。図 1に示した現行の会計処理方式には，学会会計としては下記の
2に列挙したような制度上の不備が存在する。そこで，常任理事会では2013年度の全国総会で
の会計制度の見直しの決議を受けて，担当常任理事（上藤一郎会員）を中心に，問題点の整理
並びに改善方策の検討を行ってきた。その結果を踏まえ，現行の支部会計の長所を活かしつつ
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学会会計としての透明性を担保すべく，以下のような制度の見直しを提案する。なお，団体会
員については全国会計に直接会費が納入されることから，以下の提案は，学会会計のうち個人
会員の会費に限定したものである。

1．現行の会計制度

2．現行の会計制度の問題点
⑴　会計処理の不透明性

　学会として個人会員（院生・高齢等減免会員）から8,000円（6,000円）を年会費とし
て徴集している。しかし学会会計（全国会計）では，このうち誌代と本部経費にあたる7,200

円（5,200円）についてだけしか会計処理は行われていない。全国会計については，監
査済みの決算報告が全国総会で報告，承認を受け，学会誌で会員に開示される。一方，
支部会計については，現在各支部内で報告されるだけに留まっており，その結果が全国
会計に報告される仕組みとはなっていない。特に，現行の会計方式には，支部留保金
800円を含めて学会費として学会員から納入を受けているにも関わらず学会会計が関知
していないという早急に改善を必要とする明らかな制度的不備がある。

⑵　会計処理の煩雑さ
　各支部会計においては，現在，最終的には支部所属会員 1人当たり1,300円が支部活
動の財源となっている。そのうちの800円については全国会計に納める際の支部留保金
である。一方，残りの500円は，全国会計が支部会計からいったん納入を受けた上で改
めて全国会計から支部活動補助金として各支部に配分されるという煩雑な会計処理と
なっている。

支部活動
助成金

個人会員 全国会計

誌代
5,200円
(3,200円）

会費
8,000円
(6,000円）

本部経費
2,000円

500円

支部経費
800円

図中の括弧内の金額は院生 ・ 高齢等減免会員

支部活動の財源となっている金額
（＠800＋＠500＝＠1300）

支部会計

図１　現行の会計処理方式（正会員，院生会員）
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3．新たな学会会計方式の提案
　以上のような現行制度と問題点に鑑みて，本学会の会計制度の見直し案を以下のように提案
する。
⑴　会費は，従来通り各支部で徴集する。
⑵ 　会費は，直近の名簿情報に基づいて，各支部より全額を全国会計に一括して納入する（未
納会員分を含む）。

⑶ 　各支部より全国会計に会費納入後，同名簿情報に基づいて支部活動交付金＊（1人当た
り1,300円）を本部より各支部会計に交付する（未納会員分を含む）。
＊支部活動交付金は次に掲げる費用を賄うために給付するものとする。

1．支部研究会（支部例会）の実施に伴う支出
2．学会費の徴収活動に伴う支出
3．その他，本会の目的を達成するために必要な支出

⑷ 　支部活動交付金は，各支部会計について年 1回，全国会計に対して会計報告を行う。な
お各年度に生じた余剰金については，支部会計の繰越金として取り扱う。

⑸　会計年度は，4月 1日から翌年 3月31日とする。
⑹　2015年度の会計年度より実施する。
⑻　その他

1．支部から全国会計への会費納入期限は原則，7月末とする。
2．会員資格の喪失や除籍などの年限等については，必要であれば今後見直しを行う。
3．その他，実務面での詳細は各支部と協議のうえ速やかに実施する。

個人会員 全国会計

会費
8,000円
(6,000円）

支部活動の財源となる金額（＠1300）

支部会計

支部活動
交付金

1,300円

図中の括弧内の金額は院生 ・ 高齢等減免会員

図２　新会計処理方式（正会員，院生会員）
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編集委員会からのお知らせ 
機関誌『統計学』の編集・発行について

編集委員会
　 　
1．常時，投稿を受け付けます。
2．次号以降の発行予定日は，
　　第108号：2015年 3月31日，第109号：2015年 9月30日です。
3．投稿に際しては，「投稿規程」，「執筆要綱」，「査読要領」などをご熟読願います。
4．原稿は編集委員長（下記メールアドレス）宛にお送り願います。
5． 原稿はPDF形式のファイルとして提出して下さい。また，紙媒体での提出も旧規程に準拠して受
け付けます。紙媒体の送付先は編集委員長宛にお願いいたします。

6．原則としてすべての投稿原稿が査読の対象となります。
7． 通常，査読から発刊までに要する期間は，査読が順調に進んだ場合でも 2ヶ月間程を要します。投
稿にあたっては十分に留意して下さい。

編集委員会，投稿応募についての問い合わせは，
下記メールアドレス宛に連絡下さい。

また，編集委員長へのメールアドレスも下記になります。

編集委員長　岡部純一（横浜国立大学）
　副委員長　長澤克重（立命館大学）
　編集委員
　　　　　　栗原由紀子（弘前大学）
　　　　　　橋本貴彦（立命館大学）
　　　　　　山田　満（関東支部所属）

　 　
［注記］　2013年度より編集体制の見直しとして，第一次査読を従来のように支部選出委員が担当する
のではなく，編集委員会全体で担当するように方針を変更しています。『統計学』の定期刊行にも力点
をおく所存です。常時，投稿を受け付けていますので，できるかぎり早期のご投稿をお願いいたします。
108号（2015年 3月31日発行予定）への掲載を想定すると，A：「論文」・「研究ノート」の場合，2015
年 1月初旬，B：その他の場合，2015年 1月末を目途に，それまでにご投稿いただく必要があります。

以上

［訂正］　 『統計学』第106号（2014年 3月）p.40の「2013年度関西支部例会」5月19日㈯【報告者】 
⑴ 桂政昭（誤）について，⑴ 桂昭政（正）に訂正します。失礼いたしました。

editorial@jsest.jp

編集後記

ご投稿いただいたすべての執筆者のみなさん，査読に関わってくださった会員のみなさんに心より御
礼申し上げます。今回は書評や海外統計事情の執筆依頼にもご快諾いただきました。そうした掲載記
事について，会員のみなさんから編集委員会にご提案ご推薦いただければ，紙面活性化にもつながり
ありがたいです。よろしくお願いします。

（岡部純一　記）
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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES : Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2 条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適用しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長1名をおく。
2　本会に，常任理事若干名をおく。
3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を1名おく。
4　本会に，全国会計監査1名をおく。

第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
1．編集委員会　　　　　　　　　　 2．全国プログラム委員会　　 3．学会賞選考委員会
4．ホームページ管理運営委員会　　 5．選挙管理委員会

第 9条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年4月1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受けなければならない。
付　則　 1．本会は，北海道，東北，関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
3．本会の事務所を東京都町田市相原4342 法政大学日本統計研究所におく。

1953年10月9日（2010年9月16日一部改正［最新］）
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